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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年６月28日に提出いたしました有価証券報告書(証券取引法第24条第１項に基づく報告書)の記載

事項が第130期の記載内容になっておりましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を

提出するものであります。 

  

２ 【訂正事項】 

第130期有価証券報告書(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)の内容を第131期有価証券報告書

(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)の内容に訂正するものであります。 
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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １．売上高には、消費税等を含まない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

３．純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企 

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基 

準適用指針第８号）を適用している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第127期 第128期 第129期 第130期 第131期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 400,448 401,718 419,789 451,911 497,396

経常利益 (百万円) 18,795 17,258 17,114 19,015 20,084

当期純利益 (百万円) 10,144 10,331 11,322 21,447 16,363

純資産額 (百万円) 112,243 127,832 136,312 170,675 186,528

総資産額 (百万円) 412,626 429,350 432,717 502,014 536,322

１株当たり純資産額 (円) 327.61 373.23 398.24 508.64 542.10

１株当たり当期純利益 (円) 29.38 29.95 32.95 62.75 48.79

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.20 29.77 31.50 34.00 33.90

自己資本利益率 (％) 8.95 8.61 8.57 14.00 9.29

株価収益率 (倍) 10.35 11.92 12.90 9.75 14.84

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 26,421 25,892 33,609 31,860 36,738

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △18,972 △21,234 △24,237 △29,184 △ 35,122

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △10,247 △4,749 △12,007 △3,113 △ 1,007

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 15,769 16,473 13,836 14,289 14,812

従業員数 (人) 12,979 13,264 13,464 14,617 15,423



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １．売上高には、消費税等を含まない。 

２．提出会社の平成19年３月期の１株当たり配当額12円は、創立90周年記念配当２円を含んでいる。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

４．純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企 

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基 

準適用指針第８号）を適用している。 

  

回次 第127期 第128期 第129期 第130期 第131期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 226,921 234,230 255,029 288,144 327,826

経常利益 (百万円) 14,216 11,876 11,723 11,900 13,161

当期純利益 (百万円) 8,053 8,073 6,970 9,315 10,713

資本金  (百万円) 38,909 38,909 38,909 38,909 38,909

発行済株式総数 (千株) 342,598 342,598 342,598 342,598 342,598

純資産額 (百万円) 126,635 140,956 146,875 165,922 168,631

総資産額 (百万円) 299,502 312,572 325,124 375,314 386,742

１株当たり純資産額 (円) 369.67 411.58 429.12 494.48 502.86

１株当たり配当額 (円) 8.00 8.00 8.00 10.00 12.00

(うち１株当たり中間配当額) (0.00) (0.00) (0.00) (4.00) (4.00)

１株当たり当期純利益 (円) 23.30 23.37 20.24 27.18 31.94

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.28 45.10 45.18 44.21 43.60

自己資本利益率 (％) 6.34 6.03 4.84 5.96 6.40

株価収益率 (倍) 13.05 15.28 21.00 22.52 22.67

配当性向  (％) 34.33 34.24 39.52 36.48 37.57

従業員数
[外、平均臨時雇用人員]

(人)
4,722
[―]

4,638
[―]

5,091
[578]

5,118 
[587]

5,123
[771]



２ 【沿革】 

  

年月 沿革

大正６年10月 横濱電線製造株式会社(現在の古河電気工業株式会社)とザ・ビー・エフ・グッドリッチ・カンパ

ニー(米国)との折半出資により、横濱護謨製造株式会社として、資本金250万円で、神奈川県横

浜市裏高島町に設立され、タイヤ及び工業品の輸入販売を行う。

大正10年４月 横浜市に平沼工場を建設し、工業品(ベルト、ホース等)の生産にはいる。

大正12年９月 関東大震災により、平沼工場の操業を中止し、本社を東京市麹町区に移す。

昭和18年８月 三重県度会郡に三重工場を建設する。

昭和20年４月 本社を東京都港区に移す。

昭和21年３月 静岡県三島市に三島工場を建設する。

昭和25年４月 東京、大阪証券取引所市場第一部に上場する。

昭和27年８月 神奈川県平塚市に平塚工場(現在の平塚製造所)を建設し、関東地方の分散した諸工場を統合す

る。

昭和32年１月 航空部品(燃料タンク、ホース)の生産にはいる。

昭和36年10月 名古屋証券取引所市場第一部に上場する。

昭和38年10月 商号「横濱護謨製造株式会社」を「横浜ゴム株式会社」に変更する。

昭和39年６月 愛知県新城市に新城工場を建設する。

昭和44年11月 米国にタイヤ販売会社「ヨコハマタイヤ コーポレーション」(現在・連結子会社)を設立する。

昭和48年６月 茨城県東茨城郡に茨城工場を建設する。

昭和48年７月 ホース関係の金属部門を分離してエイロクイップ社(米国)との共同出資により、「横浜エイロク

イップ株式会社」［横浜ハイデックス㈱に社名変更後、平成16年10月1日付で当社と合併］を設

立する。

昭和49年10月 広島県尾道市に尾道工場を建設する。

昭和58年11月 

 

スポーツ関連商品の販売会社「株式会社スポーツコンプレックス」［現在の㈱プロギア(現在・

連結子会社)］を設立する。

昭和61年11月 茨城県久慈郡大子町に総合タイヤテストコースを建設する。

昭和63年11月 米国にタイヤ製造会社「GTY(ジーティワイ)タイヤ カンパニー」(現在・関連会社)を米国のゼ

ネラルタイヤ社(現在のコンチネンタル ゼネラルタイヤINC.)、東洋ゴム工業株式会社と合弁で

設立する。

平成元年１月 北海道上川郡鷹栖町に冬用タイヤ専用テストコースを建設する。

平成元年10月 米国のタイヤ製造会社「モホーク ラバー カンパニー」を買収する。

平成３年４月 平塚製造所内に研究開発センタービルを建設する。

平成４年７月 米国のタイヤ製造会社「モホーク ラバー カンパニー」をタイヤ販売会社「ヨコハマタイヤ

コーポレーション」に合併し、米国におけるタイヤの製造・販売一体の会社とする。

平成８年６月 フィリピンに川鉄商事株式会社(現JFE商事株式会社)との共同出資により、タイヤ生産販売会社

「ヨコハマタイヤ フィリピンINC.」(現在・連結子会社)を設立する。

平成８年７月 タイに自動車用ウインド・シールド・シーラントの製造、高圧ホースと継手の組立てをする生産

販売会社「ヨコハマ ラバー(タイランド)CO.,LTD」を設立する。

平成９年11月 

 

平成14年４月 

 

平成15年５月 

 

平成16年１月 

 

 

平成16年10月 

平成17年11月 

平成18年１月  

 

 

平成18年４月 

 

平成19年１月

ベトナムに三菱商事株式会社、ベトナムのサザン ラバー インダストリー カンパニーの３社

合弁により、タイヤ生産販売会社「ヨコハマタイヤ ベトナム カンパニー」を設立する。 

独コンチネンタル社と折半出資による合弁会社「ヨコハマコンチネンタルタイヤ株式会社」 

（現在・関連会社）を東京都港区に設立する。 

中国（杭州市）にユーハット社、杭州ゴム集団公司の３社合弁により設立したタイヤ生産販売会

社「杭州横浜輪胎有限公司」（現在・連結子会社）がタイヤの生産を開始する。 

タイにタイ代理店ティー サイアム コマーシャル カンパニーとの共同出資による合弁会社

「ヨコハマタイヤ マニュファクチャリング（タイ）CO.,LTD」（現在・連結子会社）を設立す

る。 

当社の子会社である横浜ハイデックス株式会社を吸収合併する。 

中国上海に事業統括会社「横浜橡胶（中国）有限公司」(現在・連結子会社)を設立する。 

中国にコンベヤベルト生産販売会社「山東横浜橡胶工業制品有限公司」を事業統括会社「横浜橡

胶(中国）有限公司」と中国のコンベヤベルトメーカー「山東躍馬胶帯有限公司」との合弁によ

り設立する。 

中国にトラック・バス（ＴＢ）用スチールラジアルタイヤの生産販売会社「蘇州横浜輪胎有限公

司」を中国事業統括会社である「横浜橡胶(中国）有限公司」の全額出資により設立する。 

インドに現地法人「ヨコハマ インディア」を設立する。



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び関係会社)は、当社及び子会社181社、関連会社56社で構成され、当社グループ

が営んでいる主な事業の内容と事業を構成している各関係会社の当該事業における位置づけは次のとおり

である。なお、以下の区分は「第５ 経理の状況１(1)連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグ

メント情報における事業区分と同一である。 

  

 
(注) ＭＢはマルチプル・ビジネス(多角化し、拡大する事業)の略 

  

区分 主要製品 地域 主要製造販売会社 主要販売会社

タイヤ 乗用車用、トラック・バス

用、小型トラック用、建設車

両用、産業車両用、航空機用

などの各種タイヤ・チュー

ブ、アルミホイール、自動車

関連用品

国内 当社 

(更生タイヤ) 

ヨコハマタイヤ東日本リトレッド㈱ 

山陽リトレッド㈱

ヨコハマタイヤ東京販売㈱、 

ヨコハマタイヤ近畿販売㈱等163社

海外 ヨコハマタイヤ コーポレーション 

GTYタイヤ カンパニー 

ヨコハマタイヤ フィリピン INC. 

杭州横浜輪胎有限公司 

ヨコハマタイヤ マニュファクチャ

リング(タイ)等4社

ヨコハマタイヤ(カナダ)INC.等 

23社

ＭＢ

工業品 コンベヤベルト、ゴム板、各

種ホース、ゴムライニング、

防舷材、オイルフェンス、マ

リンホース、型物、空気バ

ネ、ハイウェイジョイント、

橋梁用ゴム支承、ビル用免震

積層ゴム、防水材、止水材、

防音・防振商品、接着剤、シ

ーリング材、スポーツ用品

国内 当社 

 

横浜ゴムMBE㈱等8社 

㈱プロギア

海外 サスラバー カンパニー 

YHアメリカ INC. 

協機工業股份有限公司 

ヨコハマラバー（タイランド） カン

パニー LTD等4社

航空部品 航空機用燃料タンク、シー

ル、音響材、プリプレグ、民

間航空機用化粧室ユニット・

飲料水タンク、各種ハニカム

商品、金属ダクト、オイルタ

ン ク、断 熱 材、バ ル ブ、継

手、シーリングコンパウン

ド、Vバンドカップリング、

フレックスカップリング、電

磁波シールド材

国内 当社 

高崎金属㈱等4社

海外 ヨコハマ エアロスペース アメ

リカ INC.

その他 情報処理サービス、不動産賃

貸等

ハマゴムエイコム㈱、浜ゴム不動

産㈱等20社



事業の系統図は、次のとおりである。 

  
 

(注) １．上記会社名の◎は連結子会社、○は非連結子会社、△は関連会社を表示している。 

２．※は持分法適用会社である。 

３．その他の会社は、主にグループ内におけるサービスの提供、持株会社機能等を有している。 

  

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
  

名称 住所
資本金 

(百万円)
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

役員の
兼任等

資金
援助

営業上 
の取引

設備の 
賃貸借状況

(連結子会社)

ヨコハマタイヤ東京販売㈱ 東京都世田谷区 340
タイヤ及び関
連用品の販売

99.4 あり なし
当社製品 
の販売先

土地・建物・設
備の一部を賃貸

ヨコハマタイヤ神奈川販売㈱ 神奈川県横浜市 100 〃 100.0 〃 〃 〃
土地・建物の一
部を賃貸

ヨコハマタイヤ関東販売㈱
埼玉県 
さいたま市

209 〃 91.1 〃 〃 〃
土地・建物・設
備の一部を賃貸

ヨコハマタイヤ千葉販売㈱ 千葉県千葉市 275 〃 99.1 〃 〃 〃 なし

ヨコハマタイヤ甲信販売㈱ 長野県長野市 150 〃 100.0 〃 〃 〃 〃

ヨコハマタイヤ近畿販売㈱ 大阪府大阪市 436 〃 99.5 〃 〃 〃
土地・建物・設
備の一部を賃貸

ヨコハマタイヤ四国販売㈱ 香川県高松市 180 〃 83.3 〃 〃 〃 なし

ヨコハマタイヤ中部販売㈱ 愛知県名古屋市 300 〃 93.8 〃 〃 〃 〃

三重ヨコハマタイヤ販売㈱ 三重県津市 80 〃 90.0 〃 〃 〃 〃

ヨコハマタイヤ静岡販売㈱ 静岡県静岡市 87 〃 100.0 〃 〃 〃 〃

ヨコハマタイヤ北陸販売㈱ 石川県金沢市 160 〃 96.3 〃 〃 〃 〃

ヨコハマタイヤ九州販売㈱ 福岡県福岡市 212 〃 88.7 〃 〃 〃
建物・設備の一
部を賃貸

北海道ヨコハマタイヤ販売㈱ 北海道札幌市 298 〃 97.3 〃 〃 〃
土地・建物の一
部を賃貸

青森ヨコハマタイヤ販売㈱ 青森県青森市 60 〃 96.7 〃 〃 〃 なし

ヨコハマタイヤ北東北販売㈱ 岩手県盛岡市 80 〃 92.5 〃 〃 〃 〃

ヨコハマタイヤ東北販売㈱ 宮城県仙台市 180 〃 97.2 〃 あり 〃
建物の一部を 
賃貸

ヨコハマタイヤ中国販売㈱ 広島県広島市 93 〃 98.0 〃 なし 〃
土地・建物の一
部を賃貸

ヨコハマタイヤ岡山販売㈱ 岡山県岡山市 35 〃 100.0 〃 〃 〃 なし

伊那ヨコハマタイヤ㈱ 長野県伊那市 30 〃
※１

50.0 〃 〃 〃 〃

茨城ヨコハマタイヤ販売㈱ 茨城県水戸市 60 〃
※１

45.0 〃 〃 〃
土地・建物・設
備の一部を賃貸

新潟ヨコハマタイヤ㈱ 新潟県新潟市 40 〃
※１

50.0 〃 〃 〃 なし

鹿児島ヨコハマタイヤ㈱
鹿児島県 
鹿児島市

90 〃
※１

50.0 〃 〃 〃 〃

沖縄ヨコハマタイヤ㈱ 沖縄県那覇市 25 〃
※１

40.0 〃 〃 〃 〃

札樽ヨコハマタイヤ㈱ 北海道小樽市 10 〃
※１

50.0 〃 〃 〃 〃

㈱アライズ 東京都港区 10 〃 100.0 〃 〃 〃 〃

㈱ワイエフシー 東京都港区 105
自動車関連
用品の販売

100.0 〃 〃 〃 〃

ヨコハマタイヤ東日本リトレ
ッド㈱

埼玉県入間郡 210
更生タイヤ
の製造販売

100.0 〃 〃 〃
土地・建物・設
備の一部を賃貸

山陽リトレッド㈱ 広島県尾道市 200 〃 100.0 〃 〃 〃
設備の一部を 
賃貸

ヨコハマ建機タイヤサービス
㈱

神奈川県 
海老名市

80
タイヤ及び関
連用品の販売

100.0 〃 〃 〃
建物の一部を 
賃貸



 
  

名称 住所
資本金 

(百万円)
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

役員の
兼任等

資金
援助

営業上 
の取引

設備の 
賃貸借状況

横浜ゴムMBE㈱ 東京都港区 167 工業用品販売 100.0 あり なし
当社製品 
の販売先

土地・建物・設
備の一部を賃貸

横浜ゴムMBH㈱ 北海道札幌市 100 〃 100.0 〃 〃 〃 〃

横浜ゴムMBT㈱ 宮城県仙台市 50 〃 100.0 〃 〃 〃
設備の一部を 
賃貸

横浜ゴムMBM㈱ 愛知県名古屋市 100 〃 100.0 〃 〃 〃 〃

横浜ゴムMBW㈱ 大阪府大阪市 100 〃 100.0 〃 〃 〃
土地・建物・設
備の一部を賃貸

横浜ゴムMBC㈱ 広島県広島市 90 〃 100.0 〃 〃 〃
設備の一部を
賃貸

横浜ゴムMBK㈱ 福岡県福岡市 100 〃 100.0 〃 〃 〃
土地・建物・設
備の一部を賃貸

東京ハマタイト㈱ 東京都港区 100 〃 100.0 〃 〃 〃 なし

ヨコハマタイヤ 
コーポレーション

アメリカ 
カリフォルニア
州

30百万 
米ドル

タイヤ及び
関連用品の 
製造・販売

100.0
(100.0)

〃 あり 〃 〃

ヨコハマタイヤ 
(カナダ)INC.

カナダ ブリテ 
ィッシュコロン 
ビア州

250万 
加ドル

タイヤ及び関
連用品の販売

100.0 〃 〃 〃 〃

ヨコハマタイヤオーストラリ 
アPTY LTD 

オーストラリア 
ニューサウスウ
ェールズ州

400万 
豪ドル

〃 60.0 〃 なし 〃 〃

ヨコハマ コーポレーション 
オブ アメリカ

アメリカ 
カリフォルニア
州

36.07百 
万米ドル

GTYタイヤカン
パニーへの出 
資及びタイヤ 
の販売

100.0
(100.0)

〃 〃 なし 〃

ヨコハマ コーポレーション 
オブ ノースアメリカ

アメリカ 
バージニア州

82.35百 
万米ドル

ヨコハマタイ
ヤコーポレー 
ション等の株 
式の所有

100.0 〃 あり 〃 〃

フレンドタイヤカンパニー
アメリカ 

ミズーリ州

200万 

米ドル

タイヤ及び関 

連用品の販売

100.0 

(100.0)
〃 なし 〃 〃

ヨコハマライフェンGmbH
ドイツ 
デュッセルドル
フ

107.37万 
ユーロ

〃 75.0 〃 〃
当社製品 
の販売先

〃

ヨコハマタイヤ 
フィリピンINC.

フィリピン 
クラーク特別経
済区

22億 
比ペソ

タイヤ及び
関連用品の 
製造・販売

94.3 〃 あり
当社製品 
の製造

設備の一部を 
賃貸

台灣横濱輪胎股份有限公司
中華民国 

台北市

12百万 

台湾ドル
タイヤ及び関
連用品の販売

55.0 〃 なし
当社製品 

の販売先
なし

杭州横浜輪胎有限公司
中国 
浙江省

253.21 
百万元

タイヤの
製造・販売

90.0 〃 あり
当社製品
の製造

設備の一部を 
賃貸

ヨコハマタイヤ マニュファ
クチャリング（タイ）

タイ 
ラヨーン県

17.12億
バーツ

〃 95.0 〃 〃 〃 なし

横浜橡胶(中国)有限公司
中国 
上海市

280.61 
百万元

中国における
当社グループ 
の統括

100.0 〃 なし なし 〃

横浜輪胎銷售(上海)有限公司
中国 
上海市

24.15 
百万元

タイヤ及び関
連用品の販売

51.0
(51.0)

〃 〃
当社製品 
の販売先

〃

サスラバーカンパニー
アメリカ 
オハイオ州

400万 
米ドル

工業用品の
製造・販売

100.0
(100.0)

〃 〃
自動車用 
ホースの 
販売先

〃

YHアメリカINC.
アメリカ 
ケンタッキー州

737万 
米ドル

〃 100.0 〃 あり
当社製品 
の販売先

〃

協機工業股份有限公司
中華民国 
桃園県

249百万 
台湾ドル

〃
※１

49.0
〃 なし

高圧ホー 
スの仕入 
先

〃

ヨコハマラバー（タイラン
ド）カンパニーLTD

タイ 
ラヨーン県

120百万 
バーツ

〃 77.5 〃 あり
当社製品 
の販売先

〃

浜ゴム不動産㈱ 東京都港区 100 不動産業 100.0 〃 〃
当社が建 
物を賃借

当社が建物を賃 

借、土地・設備 

の一部を賃貸

ハマゴムエイコム㈱ 東京都港区 100
情報処理
サービス業

100.0 〃 なし
当社の計
算業務の
一部請負

なし

日本パワーブレーキ㈱ 神奈川県厚木市 95
建設車両用デ
ィスクブレー
キ製造・販売

51.0 〃 〃
当社製品 
の加工先

〃



 
  

(注) １ その他の連結子会社95社は、タイヤ販売子会社の出資子会社等で小規模な会社である。 

２ 上記のうち、ヨコハマタイヤ コーポレーション、ヨコハマ コーポレーション オブ アメリカ、 

  ヨコハマ コーポレーション オブ ノースアメリカ、ヨコハマタイヤ フィリピンINC.、 

ヨコハマタイヤ マニュファクチャリング（タイ）、横浜橡胶(中国）有限公司 

は特定子会社である。 

３ 有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はない。 

４ ※１：持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものである。 

５ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数。 

６ ヨコハマタイヤ コーポレーションについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の 

  連結売上高に占める割合が10％を超えている。 

   主要な損益情報等  (1) 売上高      71,954 百万円 

             (2) 経常利益      3,203 百万円 

             (3) 当期純利益     3,900 百万円 

             (4) 純資産額     10,604 百万円 

             (5) 総資産額      41,693 百万円 

  

名称 住所
資本金 

(百万円)
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

役員の
兼任等

資金
援助

営業上 
の取引

設備の 
賃貸借状況

浜ゴム興産㈱ 神奈川県平塚市 44
ゴム製品製造
・加工、機械 
設備補修等

100.0 あり なし
当社製品 
製造、設 
備補修等

建物・設備の一
部を賃貸

浜ゴムエンジニアリング㈱ 神奈川県平塚市 80
機械設備の製
造・販売

100.0 〃 〃
当社生産 
設備の製 
作・保全

〃

㈱プロギア 東京都港区 55
スポーツ用品
の販売

100.0 〃 〃
当社製品 
の販売先

〃

ヨコハマゴム・ファイナンス
㈱

東京都港区 100
資金の調達・
貸付・運用業 
務

100.0 〃 あり
資金の調 
達・貸付

〃

浜ゴム物流㈱ 東京都港区 20
タイヤ及び関
連用品の配送 
業務

100.0 〃 なし
当社製品 
の配送手 
配

建物・設備の一
部を賃貸

その他95社

(持分法適用関連会社)

GTYタイヤカンパニー
アメリカ 
ノースカロライ
ナ州

10百万 
米ドル

タイヤ及び関
連用品の製造 
・販売

33.4
(33.4)

なし なし なし なし

ヨコハマコンチネンタル 
タイヤ㈱

東京都港区 100
タイヤ及び関
連用品の販売 
促進業務

50.0 あり 〃
当社製品 
の販売促 
進

建物の一部を 
賃貸



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成19年3月31日現在) 

 
(注) 従業員数は就業人員数である。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成19年3月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数である。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員である。 

３ 臨時従業員には、季節工及びパートタイマーを含み、派遣社員を除いている。 

４ 平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおり、平成18年4月～平成19年3月支給のものである。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社には、昭和21年に結成された労働組合があり、ユニオン・ショップ制で、主に全日本ゴム産業労

働組合総連合を上部団体としている。平成19年3月末現在の組合員数は4,446名である。組合とは円満に

労使間協調を保っている。 

なお、組合組織をもつ連結子会社が一部あるが、労使関係は良好である。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

タイヤ事業 11,598

M B 事業 3,498

全社(共通) 327

合  計 15,423

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

   5,123(771) 40.2 18.2 6,340



第２ 【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当期における海外の状況は、原油などの素材価格の高騰による影響や、成長国における過熱気味の景気

に対する市場調整の動きが懸念されたが、米国や欧州経済は個人消費、設備投資が景気を下支えし、おお

むね順調に推移した。また中国を中心とするアジア諸国でも引き続き景気拡大が見られた。一方、わが国

の経済は、企業収益の改善による設備投資の増加および雇用情勢の改善に支えられた個人消費が底堅く推

移するなど、緩やかな回復基調にて推移した。 

タイヤ業界を取り巻く環境については、需要は海外を中心に拡大したものの、天然ゴムや原油価格高騰

の影響を受け原材料価格が大幅に上昇し、また降雪の減少により国内スノータイヤの需要が落ち込むなど

厳しい状況が続いた。 

このような状況のもとで当社グループは、昨年５月に発表した新中期計画「ＧＤ１００（グランドデザ

イン１００）」の基本方針である、「良いモノを、安く、タイムリーに」をメーカーの基本と考え、魅力

ある高機能商品の投入、国内外の販売体制の強化、旺盛なタイヤ需要に対応した国内外の生産能力の増強

を図るなど、積極的な活動を推進した。また同時に原材料価格の高騰に対応して、徹底的なコスト削減、

収益改善に努めるなどの内部改善を進め、企業基盤の強化に取り組んだ。 

この結果、当期の連結売上高は4,973億96百万円（前期比10.1％増）となったが、利益面では天然ゴ

ム・石油化学品を中心とした原材料価格の高騰などの影響を受け、連結営業利益は210億69百万円（同

4.0％減）、連結経常利益は200億84百万円（同5.6％増）、連結当期純利益は163億63百万円（同23.7％

減）となった。 

一方、単独決算については、売上高は3,278億26百万円（前期比13.8％増）、営業利益は133億3百万円

（同3.7％増）、経常利益は131億61百万円（同10.6％増）、当期純利益は107億13百万円（同15.0％増）

となった。 

  



事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

①タイヤ事業 

売上高は、3,727億8百万円（前期比11.0％増）で、総売上高の74.9％を占めている。 

新車用タイヤは、国内において、トラックの生産は減少したが、一方、乗用車の生産は増加しており、

そのような状況の下、生産・販売・技術一体となった積極的な営業活動を推進した結果、販売量・売上高

ともに前期を大きく上回った。 

国内市販用タイヤは、省燃費性能を向上させ、地球環境に配慮した商品を相次いで発売している。エコ

タイヤ「ＤＮＡシリーズ」からは、本年２月に省燃費性能・静かさと安定感を備えた大型ミニバン向けコ

ンフォートタイヤ「ＤＮＡ ＧＲＡＮＤ ｍａｐ（ディー・エヌ・エー グランド マップ）」を発売し、好

評を得ている。またコンフォート性、耐摩耗性を強化し同時に低燃費性能を付加した次世代ＳＵＶ用タイ

ヤ「ＧＥＯＬＡＮＤＡＲ Ｈ／Ｔ－Ｓ（ジオランダー・エイチティ・エス）」を、本年２月に発売した。

トラック・バス用タイヤでは、耐久性・耐摩耗性および低燃費性を向上させた新製品を開発し、国内販売

に先立ち海外向けに販売を開始した。また環境対応を求められている運送業界に対し安全性・快適性など

輸送品質を向上させるタイヤサポートツールとして、空気圧モニタリングシステム（ＨⅰＴＥＳ（ハイテ

ス））を提供し、従来のトラックやバスの装着のみならず、地域に根ざしたインフラ展開を行い、安全輸

送に貢献している。加えて積極的な販売施策を展開した結果、需要低迷の影響はあったが、市場地位の向

上を果たした。また高騰する原材料価格のうち自助努力を越えた部分の一部を販売価格に反映させたが、

降雪の減少によるスノータイヤの大幅な需要減のため、売上高は前期を若干下回った。 

海外市場用タイヤは、一昨年より本格的に世界展開を始めた、当社のグローバル・フラッグシップ・ブ

ランド「ＡＤＶＡＮ（アドバン）」シリーズや幅広いユーザーを対象とした「ｄｒｉｖｅ（ドライブ）」

シリーズに加え、オンロードからオフロードまで高い性能を誇るＳＵＶ用タイヤ「ＧＥＯＬＡＮＤＡＲ

Ａ／Ｔ－Ｓ（ジオランダー・エイティ・エス）」を市場投入した。また本年度より、Ｆ１、ＷＲＣになら

ぶ世界選手権レースであるＷＴＣＣ（世界ツーリングカー選手権）のワンメイクタイヤに採用され、エキ

サイティングなシリーズをサポートしたことにより、「ＹＯＫＯＨＡＭＡ」の高性能と信頼性をさらに高

めることができた。このような積極的な拡販活動と国ごとの綿密なマーケティング活動などを実施した結

果、欧米、アジアを中心に各地域とも販売は順調に推移した。さらに高騰する原材料価格や海上輸送運賃

の一部を販売価格に反映させたこともあり、販売量・売上高ともに前期を大きく上回った。 

タイヤ部門では、世界的な需要の増大に対応すべく、アジアにおいて引き続き生産能力の増強を進めて

いる。乗用車用タイヤおよびトラック・バス用タイヤの生産拠点である「杭州横浜タイヤ」、「ヨコハマ

タイヤ フィリピン」および「ヨコハマタイヤ マニュファクチャリング（タイ）」は、好調な受注を背景

に設備増強による増産効果や生産性の向上を果たし、生産量・販売量・売上高ともに前年を大幅に上回っ

た。さらに本年度も「ＧＤ１００」達成に向けトラック・バス用タイヤおよび乗用車用タイヤの生産能力

の増大を進めている。２００８年に中国の蘇州において、トラック・バス用タイヤの生産を開始する予定

であり、既存の「杭州横浜タイヤ」では第三期の拡張をスタートした。加えてタイにおいても、乗用車

用・ライトトラック用タイヤの生産工場の第二期拡張を計画している。なお国内においても新城工場にて

乗用車用高性能タイヤを、尾道工場においては大型建設車両用タイヤの生産設備拡張を計画している。 

米国のタイヤ生産販売会社「ヨコハマタイヤ コーポレーション」は、北米市場の需要減少にもかかわ

らず、ヨコハマブランドタイヤの積極的な拡販活動を展開した結果、販売量・売上高ともに前期を上回っ

た。 

  



②ＭＢ事業[ＭＢ：「マルチプル・ビジネス（多角化し、拡大する事業）の略」] 

売上高は、1,246億87百万円（前期比7.3％増）で、総売上高の25.1％を占めている。 

ホース配管事業は、輸出向けが好調な建設機械・産業車両および自動車関連への積極的な販売活動を推

進した結果、自動車用ホースや各種機械用高圧ホースを中心に売上高は順調に推移した。また工業資材事

業においては、世界的な資源・エネルギー開発による海洋製品の増販により売上高は前期を大きく上回っ

た。なおハマタイト事業については、原材料の高騰により低調に推移した。 

航空部品は、民航市場ではボーイング社向け化粧室ユニットの納入が好調であり、補用品の受注も順調

に拡大した。また中国新幹線向け床材の新規受注等により、売上高は前期を大きく上回った。 

ゴルフ用品は、昨年８月に優れた飛距離を実現したドライバー「Ｔ³ＲＥＤ（ティー スリー レッ

ド）」赤鬼シリーズ（ウッド・アイアン）や本年２月にはアベレージゴルファー向けの「Ｔ³５０２銀

（ティー スリー ５０２ギン）」シリーズ（ウッド・アイアン）を発売するなど、新商品の投入および各

種販売施策を展開したが、国内クラブ需要が落ち込んだことにより、売上高は前期並みとなった。 

海外事業については、米国のホースアッセンブリとシーリング材の生産販売会社「ＹＨアメリカ」およ

び米国のホース生産販売会社「サスラバー」は、日系自動車メーカー向けを中心に売上は増加したもの

の、原材料高騰の影響を受け収益性は悪化した。また台湾のホース生産販売会社「協機工業」およびタイ

のホース・シーリング材生産販売会社の「ヨコハマラバー（タイランド）」は、安定的に事業活動を拡大

している。 

また需要の拡大に対応するため、国内においてはホース工場の拡大を進め、海外においては中国の杭州

にて２００５年より操業を開始している自動車用シーリング材およびホースアッセンブリの生産販売会社

が中国国内の好景気を背景に順調に生産・販売を伸ばしており、山東省においてもコンベヤベルト生産販

売会社が操業を開始した。今後着実に中国国内での事業展開を推進していく。 

  

このようなグローバルな事業拡大に伴い、一昨年の中国のタイヤ・ＭＢ事業全体を統括するための中国

事業統括会社の設立に続き、インドにも新会社を設立して今後の事業拡大への効率的な事業運営や準備を

進めている。 

  

所在地セグメントの業績は、次のとおりである。 

①日本 

タイヤ事業において、新車用タイヤは販売量・売上高ともに前期を大幅に上回ったが、国内市販用タイ

ヤについては降雪の減少によるスノータイヤの需要減のため売上高は前期を若干下回った。また、輸出用

タイヤについては北米、欧州向けを中心に順調に推移した。 

 ＭＢ事業は、ゴルフ用品はクラブ需要低迷の影響を受けて低調に推移したが、自動車用ホース、高圧ホ

ース及び世界的な資源・エネルギー開発の拡大による海洋製品の増販により売上高は前期を上回った。 

その結果、売上高は3,697億40百万円（前期比6.0％増）、営業利益は174億69百万円（同11.0％減）と

なった。 

  

②北米 

米国のタイヤ生産販売会社「ヨコハマタイヤ コーポレーション」は、北米市場での需要減にもかかわ

らず、各種販売施策を展開した結果、売上を大幅に伸ばした。 

その結果、売上高は981億36百万円（前期比19.4％増）、営業利益は38億4百万円（同48.5％増）となっ

た。 

  



③アジア 

フィリピンのタイヤ生産販売会社「ヨコハマタイヤ フィリピン」及びタイのタイヤ生産販売会社「ヨ

コハマタイヤ マニュファクチャリング（タイ）」等で好調な受注を背景に設備の増強を行い、中国にお

いてもタイヤ生産販売会社「杭州横浜輪胎有限公司」において生産を拡大するとともに、タイヤ販売会社

「横浜輪胎銷售（上海）有限公司」を設立し販売体制の強化を図った。 

 その結果、売上高は138億97百万円、営業利益は1億22百万円となった。 

  

④その他 

オーストラリアにおいて、タイヤ販売会社「ヨコハマタイヤ オーストラリア」が、販路を拡大するな

ど積極的な販売施策を展開した結果、売上高は順調に推移した。 

 その結果、売上高は156億21百万円、営業利益は3億93百万円となった。 

  

  

(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、前連結会計年度

末に比べ5億22百万円増加し、148億12百万円となった。 

 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度における営業活動により獲得した資金は、367億38百万円となった。 

 増加要因として税金等調整前当期純利益を260億38百万円、資金の支出を伴わない減価償却費を221億65

百万円計上したことに対し、減少要因は利息の支払額30億66百万円、法人税等の納付額23億43百万円によ

るものである。 

 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度における投資活動により使用した資金は、351億22百万円となった。 

 これは主としてアジアを中心としたタイヤ生産能力増強等により、有形固定資産の取得374億63百万円

を支出したことによるものである。 

 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度における財務活動により使用した資金は、10億7百万円となった。 

 これは主として有利子負債の増加による収入24億28百万円に対し、配当金の支払33億56百万円等があっ

たことによるものである。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格を基礎として算出した。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

当社は、ごく一部を除いてすべて見込生産である。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去している。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産金額(百万円) 前年同期比(％)

タイヤ事業 258,493 15.7

M  B事業 98,062 10.2

合  計 356,555 14.1

事業の種類別セグメントの名称 販売金額(百万円) 前年同期比(％)

タイヤ事業 372,708 11.0

M  B事業 124,687 7.3

合  計 497,396 10.1



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しについては、引き続き景気回復基調が続くものと予想されるものの、原材料価格のさらな

る高騰、為替相場の動向、金利上昇など懸念材料も多く、当社グループを取り巻く環境は依然として厳し

い状況が続くものと思われる。  

 このような状況のもとで、当社グループは２１世紀に勝ち残るため、「ＧＤ１００（グランドデザイン

１００）」を昨年５月に策定し、２０１７年には、「企業価値・市場地位において、独自の存在感を持つ

グローバルカンパニー」となることを目指して、長期財務目標として売上高１兆円、営業利益１，０００

億円、営業利益率１０％を掲げている。この目標を実現するために、第一にメーカーの基本として、「良

いモノを、安く、タイムリーに」供給すること、第二に社会から受入れられ、社会に貢献する、「トップ

レベルの環境貢献企業になる」こと、そして永続性のある企業体質を目指して、「高い倫理観を持ち、顧

客最優先の企業風土を作り上げること」を経営の基本方針として、国際社会から信頼を受け発展を続ける

企業を目指す。  

 また、当社グループは「ＧＤ１００」の実現に向けた、グローバルな成長を加速するとともに、グルー

プ内のあらゆるムダを取り除くことで一層の収益力の向上と財務体質の強化を進め「収益を伴った成長」

を目指す。  

（１）高機能・高付加価値商品の開発  

 タイヤ部門においては欧州自動車メーカーや米国国内における新車用タイヤの納入が予定されており、

グローバルなブランドとしての認知が進んでいる。このような状況のもと「収益を伴った成長」を基本方

針として、横浜ゴムのグローバル・フラッグシップ・ブランド「ADVAN（アドバン）」や本年3月に発表し

た環境性能と安全性をより高めた環境グローバルコンセプト「Z.ENVIRONMENT（ゼット・エンバイロメン

ト）」に基づくトラック・バス用タイヤの新ブランド「ZEN（ゼン）」を中心とした高付加価値商品のラ

インナップを充実させ、グローバルな展開を加速していく。  

 また、ＭＢ部門においては、市場環境が大きく変化し厳しい状況が続くと思われるが、「選択と集中」

を図り、優位性のある既存分野においては生産革新による品質向上や、徹底的なコスト削減による収益の

改善、新しい技術による既存商品の機能向上を図っている。今後大きな成長が望める電気・電子材料分野

や新エネルギー分野では新商品の開発を進め、将来の柱に育てていくために一層の資源投入を行う。  

（２）グローバルな販売力・供給力の強化 

 当社グループは、世界的な需要の拡大に対応し、グローバルな市場地位向上を果たすために、販売拠点

の整備・強化を進めるとともに、国内およびアジアを中心とした大規模な増産投資を行い生産拠点を拡大

している。 

 タイヤ部門においては、タイのトラック・バス用タイヤ工場および乗用車用タイヤ工場ならびにフィリ

ピンおよび中国の乗用車用タイヤ工場が順調に生産量を伸ばしており、さらにタイの乗用車用タイヤ工場

の拡張、中国のトラック・バス用タイヤ工場の新設と乗用車用タイヤ工場の拡張、国内でも新城工場にて

乗用車用高性能タイヤを尾道工場においては大型建設車両用タイヤの生産設備拡張など、受注量の拡大に

合わせた供給能力の拡大のための設備拡張や工場建設を進めている。 

 ＭＢ部門においても需要の拡大に対応するため、中国のコンベヤベルト工場、中国およびタイの自動車

用シーラント工場の拡大や国内マリンホース工場の拡大などを進めている。 

 このようなグローバルな事業拡大に伴い、一昨年の中国のタイヤ・ＭＢ事業全体を統括するための中国

の事業統括会社の設立に続き、インドにおいても新会社を設立し今後の事業拡大への効率的な事業運営を

進めていく。 

（３）環境貢献への取組み  

 「ＧＤ１００」の基本方針の一つとして掲げた「トップレベルの環境貢献企業になる」ことを標榜し、



経営の重要課題として位置付け、取り組んでいる。具体的には国内全生産拠点で達成している「完全ゼ

ロ・エミッション」を海外生産拠点でも達成できるよう活動を加速するとともに、当社の２０１０年まで

の温室効果ガス削減目標である１９９０年比１２％削減に向けての活動も強化していく。  

 また、「eco-MOTION（エコモーション）」のスローガンのもと、省燃費、高耐久性タイヤをはじめとし

た環境貢献商品のさらなる充実、工場における環境負荷物質の削減、廃タイヤの３Ｒの推進、さらにはグ

リーン購買、グリーン物流の推進など当社グループのあらゆる事業活動において環境貢献活動を積極的に

推進していく。  

（４）ＣＳＲの強化  

 当社グループが持続的に成長・発展し、企業価値を向上させていくためには、企業としての社会的責任

を果たし、あらゆるステークホルダーの皆様との良好な関係を維持していくことが不可欠である。  

 当社グループはこのような認識のもとに、環境貢献、コーポレートガバナンスの強化、コンプライアン

ス、リスクマネジメントの徹底、内部統制の強化等のいわゆるＣＳＲ活動に継続的に取り組んでいく。法

令遵守に関しては「コンプライアンス推進室」の活動を通じて実効のある活動としていく。また、昨年5

月の取締役会にて、業務の適正を確保するための内部統制システムの整備の方針を決議したことを踏ま

え、その推進に努めるとともに、平成２０年度より適用される、金融商品取引法に基づく内部統制の評価

および監査への対応についても全グループを挙げて推進していく。  

 当社グループは、製造業の最大の使命である「良いモノを、安く、タイムリーに」世界一流の商品をお

客様に提供していくことを基本に、生産・販売・管理のあらゆる面で一層の効率化を推進し、幸せで豊か

な社会に貢献し、企業の社会的責任を果たすよう、グループ全員が一丸となって邁進する。  

（５）株式会社の支配に関する基本方針  

1）基本方針  

 当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社株主の皆様及び投資家の皆

様による当社株式の売買を妨げることはない。従って、当社の株式を大量に取得しようとする者が出現し

た場合、かかる者が当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適切であるか否かの判断、ひい

ては、その者の当社株式の買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否かについては、最終的には当社株

主の皆様の意思に委ねられるべきであると考えている。  

 しかしながら、株式の大規模な取得行為又はこれに類する行為の中には、その目的・態様等から見て企

業価値及び株主共同の利益を明確に毀損するもの、大規模な取得行為又はこれに類する行為に応じること

を対象会社の株主に強要して不利益を与えるおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主に対し大規模

な取得行為又はこれに類する行為の内容や当該株式を大量に取得しようとする者についての十分な情報を

提供せず、取締役会や株主による買付条件等の検討や対象会社の取締役会の代替案の提案に要する十分な

時間を提供しないもの等、対象会社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を妨げ、個々の株主の皆

様の判断に委ねるべき前提を欠くものも少なくない。  

 当社は、このように当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を妨げるような株式の大規模な取

得行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えており、こ

のような大規模な取得行為に対しては、株主の皆様の事前の承認に基づき、当社取締役会が、法令及び定

款によって許容される限度において当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上のための相当な措置

を講じるべきであると考えている。他方で、当社は、株主の皆様に長期的かつ継続的に当社の経営方針に

賛同し、当社への投資を継続していただけるような、研究開発への積極的取組みや中期経営計画に基づく

経営の推進等により、中長期的視点から当社の企業価値及び株主共同の利益の向上を目指す者こそが、当

社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としてふさわしい者と考えている。  

当社は、以上をもって、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針とす



る。  

 

2）基本方針の実現に資する取組み  

 当社グループは、平成15年度から取り組んできた中期経営計画「グランドデザイン(GD10)」に引き続

き、新たに創業100周年にあたる平成29年(2017年)を見据えた新中期経営計画「GD100」を策定し、目標達

成に向けた事業戦略を推進していく。  

 また、「GD100」では製造業の基本として「良いモノを、安く、タイムリーに」提供すること、社会に

貢献する「トップレベルの環境貢献企業になる」こと、永続性のある企業体質を目指して「高い倫理観を

持ち、顧客最優先の企業風土を作り上げる」ことの3つを基本方針としており、これらの基本方針を徹底

することでCSRの強化にも取り組んでいく。  

 さらに、当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つと認識しており、今後も、継続的

な安定配当を基本とした上で連結業績の向上に応じた利益還元を実施していく。  

 以上のような中長期的視点に立った各取組みを通じて、グローバルな成長による規模の拡大と業界トッ

プレベルの高収益体質を実現するとともに、ステークホルダーとの良好な関係を築き、社会への貢献を果

たすことが、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保・向上させ、ひいては上記基本方針の実現に資す

ることになると考えている。  

 

3）会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取組み  

 当社は、上記のような会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業

の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一つとして、平成19年5月10日に開催された取

締役会において、全取締役の賛成により、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針(以下、「本対応

方針」という。)を決定し、導入した。  

 本対応方針の概要は以下のとおりであるが、詳細については当社ホームページ掲載のニュースリリース

「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）について」に記載のとおりである。また、

以下に言及している「大規模買付行為」、「大規模買付者」の定義についても当該ニュースリリースに記

載のとおりである(参考URL http://www.yrc-pressroom.jp)。  

 

 

＜本対応方針の概要＞  

①大規模買付ルールの設定  

 本対応方針は、大規模買付者に対して大規模買付ルールに従うことを求めるものである。  

 大規模買付ルールとは、大規模買付行為が開始される前に、大規模買付者に対して、当社取締役会に対

する十分な情報提供を要求し、それに基づき当社取締役会がその買付行為の評価・検討や代替案の提示等

を行い、かつ、所要の期間が経過して初めて大規模買付行為を開始することを認める、というものであ

る。  

 具体的には、①当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために実質的かつ合理的な判断を客

観的に行う諮問機関としての独立委員会の設置、②大規模買付者への買付説明書の提出要求、③大規模買

付者への大規模買付情報(当社株主の皆様の判断及び当社取締役会としての意見形成のための情報)の提供

要求とその公表、④大規模買付情報の提供完了後60日間(対価を円貨の現金のみとする公開買付けによる

当社全株式の買付の場合)又は90日間(その他の大規模買付行為の場合)の取締役会検討期間の設定、及び

⑤大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合、遵守した場合でも当社の企業価値及び株主共



同の利益の確保・向上に反する場合に、当社がその時点で適切と考える一定の対抗措置を講じることがで

きる等が大規模買付ルールの主な内容である。  

 

②対抗措置の発動  

 大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、当該ルールの違反のみをもって、相当と認められる対

抗措置を講じることがある。  

 また、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値及び

株主共同の利益の確保・向上に反すると認められる場合には、当社取締役会の判断で当社の企業価値及び

株主共同の利益を守るために相当と認められる対抗措置を講じることがある。  

 当社取締役会が、本対応方針に基づき発動する大規模買付行為に対する対抗措置は、新株予約権の無償

割当て、新株予約権の第三者割当てによる発行、新株の発行等、会社法その他の法律及び当社定款が取締

役会の権限として認める措置とし、具体的な対抗措置については、その時点で相当と認められるものを選

択する。  

 

③有効期間  

 本対応方針の有効期間は、平成20年6月に開催予定の当社定時株主総会の終了時点までとする。但し、

かかる有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本対応方針を廃止する旨の議案が承認され

た場合、又は当社の取締役会において本対応方針を廃止する旨の決議がなされた場合には、本対応方針は

その時点で廃止されるものとする。  

 

4）上記の取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由  

 当社の新中期経営計画は、中長期的視点から当社の企業価値及び株主共同の利益の向上を目指すための

具体的方策として策定されたものであり、まさに上記基本方針に沿うものである。  

また、本対応方針は、以下のように合理性が担保されており、上記基本方針に沿うとともに当社の企業価

値・株主共同利益に合致するものであり、当社の役員の地位の維持を目的とするものではない。  

① 本対応方針は、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆

様が判断するために必要な情報や時間を確保すること等を可能にするものであり、当社の企業価値及び株

主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されるものである。  

② 本対応方針は、当社株主総会の議案として上程し株主の皆様の意思を確認することとし、株主の皆様

のご賛同が得られなかった場合には、本対応方針は廃止されることとなる。そのため、本対応方針の消長

及び内容は、当社株主の皆様の合理的意思に依拠したものとなっている。  

③ 本対応方針の対抗措置発動等の運用に際して、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のた

めに実質的かつ合理的な判断を客観的に行う諮問機関として、当社及び当社の経営陣との間に特別の利害

関係を有していない社外の弁護士、公認会計士、税理士及び学識経験者等、並びに社外の経営者等により

構成される独立委員会を設置している。  

④ 本対応方針に定める対抗措置は、予め定められた合理的かつ詳細な客観的発動要件が充足されなけれ

ば発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な対抗措置の発動を防止するための仕

組みを十分に確保しているものといえる。  

⑤ 当社取締役は、判断の客観性・合理性を担保された独立委員会の勧告を最大限尊重するように設定さ

れており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえる。  

⑥ 本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、対抗措置

の発動を阻止できない買収防衛策)、スローハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の交替を一度に行うこ



とができないため、対抗措置の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策)でもない。  

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは下記のようなも

のがある。なお文中における将来等に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであ

る。  

（１）経済状況  

 当社グループの全世界における営業収入のうち、重要な部分を占める自動車用タイヤの需要は当社グル

ープが製品を販売している国または地域の経済状況の影響を受ける。従って、日本、北米、欧州、アジア

などの主要市場における景気後退およびそれに伴う需要の減少は、当社グループの業績および財務状況に

影響を及ぼす可能性がある。また、競業他社との販売競争激化による市場シェアダウンおよび価格競争の

熾烈化による販売価格の下落も、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性がある。  

（２）為替レートの影響  

 当社グループは主として円建で一般商取引、投融資活動等を行ってるが、米ドルその他の外国通貨建て

でもこれらの活動を行っている。今後一層の事業のグローバル化の進行に伴い、海外事業のウエイトが高

まることが予想される。従って、従来以上に外国通貨建の一般商取引、投融資活動等が増加し、外国為替

の変動により当社グループの業績および財務状況が影響を受ける度合いが大きくなる。為替予約を実施

等、為替レートの変動によるリスクを最小限にとどめる努力を行っているが、当該リスクを完全に回避す

ることはきわめて困難である。  

（３）季節変動の影響  

 当社グループの業績は上半期と下半期を比較した場合、下半期の業績がよくなる傾向にある。特に、寒

冷地域で冬場の降雪時に使用する自動車用タイヤ（スタッドレスタイヤ）および夏場に向けての取替用タ

イヤの販売が下半期に集中することが主な理由である。従って、降雪時期の遅れや降雪量の減少等が、当

社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性がある。 

（４）原材料価格の影響 

 当社グループの製品の主要な原材料は、天然ゴムおよび石油化学製品である。従って、天然ゴム相場の

大幅な上昇および国際的な原油価格の高騰があった場合、当社製品の製造コストが影響を受ける可能性が

ある。これらの影響を最小限にとどめるべく各種対策を実施しているが、原油価格が大幅に高騰し、吸収

できる範囲を超えた場合は、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性がある。 

（５）資金調達力およびコストの影響 

 当社グループは資金調達の安定性および流動性の保持を重視した財務運営を行っているが、日本を含め

た世界の主要な金融市場で混乱が発生した場合、計画通りに資金調達を行うことができない危険性があ

る。また、格付会社より当社グループの信用格付けが大幅に下げられた場合、資金調達が制約されるとと

もに調達コストが増加し、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性がある。 

（６）有利子負債の影響 

 当社グループの総資産に占める有利子負債の割合は、約31.2％（平成19年3月31日現在）である。グル

ープファイナンスの実施によりグループ資金の効率化を行うことで財務体質の改善に取り組んでいるが、

今後の金利動向によっては当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性がある。 

（７）保有有価証券の影響 

 当社グループが保有する市場性のある有価証券のうち日本株式への投資が大きな割合を占めている。従

って、日本の株式市場の変動および低迷等による有価証券評価損の計上等で、当社グループの業績および

財務状況に影響を及ぼす可能性がある。 

（８）投資等に係る影響 

 当社グループは世界的な自動車用タイヤの需要に対応すべく、アジアを中心に生産拠点の拡大および生



産能力の増強のための投資を行っている。この投資により製品の品質向上を図るとともに需要増にも対

応でき、当社グループの信頼を高め、シェアアップが期待できる。しかしながら、現地の法的規制や慣習

等に起因する予測不能な事態が生じた場合、期待した成果を得ることができなくなるため、当社グループ

の業績および財務状況に影響を及ぼす可能性がある。 

（９）退職給付債務 

 当社グループの退職給付債務および退職給付費用は割引率、年金資産の期待運用収益率等の一定の前提

条件に基づいて数理計算を行ってる。実際の割引率、運用収益率等が前提条件と異なる場合、その差額は

将来にわたって規則的に認識される。従って、金利低下、年金資産の時価の下落、運用利回りの低下等が

あった場合や退職金制度、年金制度を変更した場合、将来の退職給付費用の増加および未認識の過去勤務

債務の発生により、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性がある。 

（１０）災害等の影響  

 当社グループは地震等の自然災害に備え、各種対応策を検討し、計画的に実施しているが、生産拠点お

よび原材料の主要な仕入先などに予想外の災害が発生した場合、当社グループの業績および財務状況に影

響を及ぼす可能性がある。 

  

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

当社グループは、種々の技術援助契約等を締結、実施しているが、その主なものは次のとおりである。

(１)技術導入の契約 

  

 
  

(２)技術供与の契約 

  

 
  

(３)合弁契約 

  

 
  

契約会社名 相手方の名称 契約発効年月日 契約の内容 技術料 契約期間

横浜ゴム株式会社 

(当社)

イートン・エイロクイ

ップ・インコーポレー

テッド（米国)

(Eaton Aeroquip INC.)

平成16年9月１日

航空宇宙用ホース継手金具、

セルフシーリングカップリン

グ及び高圧パイプ接合用特殊

継手金具に関する特許、製造

技術の独占的供与及び商標使

用権の供与

売上高に対

する一定率

平成25年3月31日ま

で

〃

コンチネンタル・アー

ゲー(ドイツ) 

(Continental AG)

平成２年５月21日
トラック・バス用タイヤに関

する特許及び製造技術の供与
無償

平成21年12月31日

まで

〃
東洋ゴム工業株式会社 

(日本)
平成２年８月２日

トラック・バス用タイヤに関

する特許及び製造技術の供与
〃

平成21年12月31日

まで

〃

コンチネンタル・アー

ゲー(ドイツ) 

(Continental AG)

平成14年4月1日
自動車用タイヤに関する特許

及び技術情報の使用許諾
〃

平成24年3月31日ま

で

契約会社名 相手方の名称 契約発効年月日 契約の内容 技術料 契約期間

横浜ゴム株式会社 

(当社)

コンチネンタル・アー

ゲー(ドイツ) 

(Continental AG)

平成２年５月21日
トラック・バス用タイヤに関

する特許及び製造技術の供与
無償

平成21年12月31日

まで

〃
東洋ゴム工業株式会社 

(日本)
平成２年８月２日

トラック・バス用タイヤに関

する特許及び製造技術の供与
〃

平成21年12月31日

まで

〃

コンチネンタル・アー

ゲー(ドイツ) 

(Continental AG)

平成14年4月1日
自動車用タイヤに関する特許

及び技術情報の使用許諾
〃

平成24年3月31日ま

で

契約会社名 相手方の名称 契約発効年月日 契約の内容

横浜ゴム株式会社 

(当社)

コンチネンタル・アー

ゲー(ドイツ) 

(Continental AG)

平成14年２月19日

新車用タイヤ販売の為の営

業・技術支援を行う合弁会社

の設立・運営



６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度の研究開発は、会社の基盤技術に関する研究開発活動を研究本部が、直接商品に係る研

究開発活動を、タイヤ・ＭＢ事業の技術部門が担当している。  

世界的な技術の先端に挑戦し、世界初の商品を市場に提供することで、お客様に満足いただくべく努力を

重ねている。当連結会計年度における研究開発費の総額は、１４６億４９百万円である。  

事業の種類別セグメントの研究活動を示すと、次のとおりである。  

 

（１）研究本部  

 新素材開発・シミュレーション技術開発・分析解析技術開発・環境対応技術開発・電子材料用素材開

発・ＩＴ応用技術開発を中心に技術の先端に挑戦している。  

 研究開発費の金額は、１３億９０百万円である。  

（２）タイヤ事業  

 横浜ゴムグループは、新中期経営計画「ＧＤ１００」においてトップレベルの環境貢献企業になること

を宣言した。この宣言のもと、メーカーの使命のひとつである「環境に優しい商品の提供」をさらに積極

的に進め、創業１００周年にあたる２０１７年度までにすべての商品を環境貢献商品にすることを目指し

活動している。  

その初年度にあたる今年、環境貢献を標榜して、商品開発・シミュレーション技術開発に取り組んでき

た。  

 商品開発の一例として、タイヤ用充填ガス「MIX-GT」を発表した。「MIX-GT」は、現在タイヤ用充填ガ

スとして利用されている空気や窒素ガスに比べ、漏れにくいのが大きな特長である。  

 さらに環境に優しい商品の提供として、自社内でのリサイクルゴムの量産化を業界で初めて本格始動し

た。ゴム製品の生産工程で発生する加硫ゴム屑からタイヤ製品などの原材料として再利用する再生ゴムの

マテリアルリサイクル量産化技術を確立し、本年1月より業界で初めて自社内でのリサイクルゴムの量産

化を本格的に開始した。当社のリサイクル技術によって生産されるリサイクルゴムは従来の技術と比べて

高品質なゴム原材料を再生でき、タイヤ製品などに使用しても品質が良好であることが最大の特徴であ

り、電気（加熱用）と水（冷却用）のみで生産できるためコストが安くなる利点がある。  

 また、シミュレーション技術分野では、昨年発表した第三世代設計基盤技術「マルチスケール・シミュ

レーション」をさらに強化する新技術としてタイヤ材料設計を飛躍的に向上させる技術を開発した。従来

の「マルチスケール・シミュレーション」では、ミクロスケールの材料設計を次のマクロスケールの走行

シミュレーションに利用する「一方向」のみであるが、今回の新技術はマクロスケールで得た予測をミク

ロスケールにフィードバックして利用できる「双方向」性を実現した。これにより、タイヤ特性とミクロ

な材料構造を並行して考察できるため、タイヤ設計精度を飛躍的に高めることが可能となった。  

 その成果も取り入れながら、以下に示す様々な新商品を発売する事が出来た。  

１) アウディ社のフラッグシップモデル「Ｓ８」の新車装着認証を取得  

 グローバル・フラッグシップ・ブランドタイヤ「ADVAN Sport（V103S）」が独アウディ社のフラッグシ

ップモデル「S8（エスエイト）」に新車装着された。アウディ社の新車装着タイヤとして納入されるのは

今回が初めてであるが、「ADVAN Sport」のハイパフォーマンス性が高く評価され、初納入にしてフラッ

グシップモデルへの装着が決定した。  

 ベースとなった「ADVAN Sport」は、ドライ、ウェット路面での高速安定性、快適性、ハンドリング

性、ブレーキング性などトータル性能を高次元でバランスすることを目指して開発し、時速300km以上の

超高速域でも安定した走行性を発揮する。2004年以来、英ベントレー・モーターズ社の最高峰ブランド

「コンチネンタル」シリーズや独ポルシェ社「911カレラ4」に新車装着されている。  



２）「BRABUS ROCKET（ブラバスロケット）」の装着タイヤに認定  

 グローバル・フラッグシップ・ブランドタイヤ「ADVAN Sport（V103S）」が独ブラバス社の「BRABUS 

ROCKET（ブラバスロケット）」の装着タイヤに認定された。また、SUVタイプの「BRABUS MV12」の装着タ

イヤにも認定されている。  

３） ワンランク上のミニバン専用タイヤ「ＤＮＡ ＧＲＡＮＤ ｍａｐ」新発売  

 大型ミニバン向けにコンフォート性能を大幅に向上させた「ＤＮＡ ＧＲＡＮＤ ｍａｐ（ディーエヌ

エー・グランドマップ）」を発売した。   

４） 「ＧＥＯＬＡＮＤＡＲ Ｈ/Ｔ‐Ｓ」新発売  

 コンフォート性と耐摩耗性を強化し、さらに省燃費性能などの環境性能を付与したＳＵＶ用ハイウェイ

テレーンタイヤ「ＧＥＯＬＡＮＤＡＲ Ｈ/Ｔ‐Ｓ（ジオランダー・エイチティ・エス）」を発売した。  

５） 「ＡＤＶＡＮ Ｓｐｏｒｔ Ｚ・Ｐ・Ｓ」新発売  

 独自に開発したサイド補強型ランフラットタイヤ「Ｚ・Ｐ・Ｓ （Zero Pressure System）」の新商品

として、スポーツ系の「ＡＤＶＡＮ Ｓｐｏｒｔ Ｚ・Ｐ・Ｓ （アドバン・スポーツ・ゼット・ピー・

エス）」を順次発売開始している。発売サイズは195/55RF16 87V～255/35RF18 90Yの全10サイズである。

日本国内で販売するランフラットタイヤとしては、2004年6月に発売した「ＤＮＡ ｄＢ ＥＵＲＯ Ｚ・

Ｐ・Ｓ Ｅ５５０Ｒ」、スタッドレスタイプの「ｉｃｅＧＵＡＲＤ Ｚ・Ｐ・Ｓ」に続き３商品目となる。

なお、海外市場でもアメリカ、欧州などを中心に順次発売していく予定である。  

６） 「ＤＮＡ ｄＢ ｓｕｐｅｒ Ｅ‐ｓｐｅｃ」発表  

 「ｅｃｏ ＭＯＴＩＯＮ（エコモーション）」の一環として、ころがり抵抗をＤＮＡ ｄＢ ＥＳ５０

１に比べ１８％低減した「ＤＮＡ ｄＢ ｓｕｐｅｒ Ｅ‐ｓｐｅｃ（ディーエヌエー・デシベル・スー

パーイースペック）」 を発表した。   

 横浜ゴムでは、1998 年にころがり抵抗を低減し、車の燃費向上に貢献するエコタイヤ「DNA」を発表

し、乗用車用タイヤの中心商品として展開している。新商品「DNA dB super E-spec」は、天然ゴムにオ

レンジの皮脂から採った「オレンジオイル」を配合した新コンパウンド「スーパーナノパワーゴム」、空

気抜けを大幅に抑制する新素材インナーライナー「空気透過抑制フィルム」などの新技術を投入し、優れ

たグリップ力を維持しつつ「DNA」シリーズ中最高のころがり抵抗低減を実現した。また、限りある石油

資源の有効活用を図り、原材料における非石油系資源の使用率を従来品に比べ80％に高めるなど、あらゆ

る面で地球環境に貢献するエコタイヤであり、トレッドパターンは静粛性に定評のある「DNA dB ES501」

のパターンを継承している。  

 横浜ゴムグループで取り組む環境貢献活動のスローガンを「eco MOTION」と名付け、各種環境貢献商品

の開発、生産・事務部門での環境貢献活動を推進しているほか、環境貢献活動の支援を行っている。こう

した中、「DNA dB super E-spec」は環境貢献商品におけるシンボル的商品である。  

 研究開発費の金額は、８９億３２百万円である。  

 

（３）ＭＢ事業  

 お客様の満足と環境への貢献を念頭に置いて、幅広い産業分野に高機能新商品の開発と、新規事業を目

指した技術開発を積極的に行っている。  

 工業資材事業では、資源開発関連需要の増加により、引き続きコンベヤベルト、マリンホース、空気式

防舷材の需要は旺盛で、活況が続いている。コンベヤベルトでは、低中温耐熱性空気浮上式ベルトを製鋼

所向けに納入し、密閉ラインでの運搬物輸送による環境改善に貢献している。海洋商品では、船体に接触

マークが付きにくい、マーキングレス防舷材を造船会社へ納入し、従来品に比し船体を汚さないことか

ら、メンテナンスの軽減が評価され、フェリー客船の接舷岸壁への適用も期待できる。土木事業では、環



境的側面から、非鉛仕様の超高減衰ゴムを使用した積層ゴム（Ｓ-ＨＤＲ）の需要が顕著であった。  

 航空部品事業では、超大型航空機Ａ３８０のフェアリング用炭素繊維プリプレグのエアバス社認証を取

得した。プリプレグでフェアリング用規格の認証を取得したのは日本企業では横浜ゴムが初めてである。

このプリプレグは有機溶剤を使用しない方法で製造され、環境への負荷を低減する。また、官需分野で

は、次期航空機の試作１号機用として、金属・複合材の加工技術を統合した装備品設計を推進し、金属ダ

クトおよび複合材パネルを納入した。  

 ホース配管事業では、欧州向け自動車用ホース部品の環境SOC規制に始まった環境貢献商品開発を継続

して開発中である。将来の燃料電池の普及に備えた水素用70MPaホースの開発、エアコン用冷媒R134aの温

暖化対応としてのCO2 部品開発、継ぎ手ワンタッチカップリングの着脱時の漏れ低減と昇圧対応の開発、

油圧部品金具の表面処理の六価クロムフリーへの置き換の活動を推進している。  

 ハマタイト事業では、ハマタイトの既存分野である建築用分野では、当社の独自技術であるウレタンエ

ポキシの技術をベースに接着剤分野での商品展開を進めており、今期耐水・耐アルカリ性に優れるタイル

用の接着剤「Ｔ－ＬＥＸ」を上市した。また、自動車分野では電装部品のアース端子の防水材料としてポ

リエステル系成型用ホットメルトを開発しており、電線にも接着するオレフィン系のグレードを上市し

た。さらに、建物の防水対策に使うウレタン防水材「アーバンルーフ」シリーズの主力商品「U-8000」を

リニューアルし、より環境に配慮した商品に進化させた。新規分野として電材分野での技術・商品開発を

進めており、蒸着下地用コーティング材「Ｙ－Ｃｏａｔ」シリーズを上市し、お客様のニーズに適合した

グレードの拡大を図っている。  

 ＭＢ事業開発センターでは、環境貢献をキーワードに、今後成長が見込まれる情報エレクトロニクス分

野、新エネルギー分野の新商品開発を進めている。今期は、多孔質弾性舗装の改良を進め、座間市道１７

号線にテスト施工し、狙い通り密粒アスファルトに対し、１０ｄＢ以上の騒音低減効果があることを実証

し、事業化の目処が立ちつつある。また、樹脂技術をベースに、エンプラ及びスーパーエンプラの水素透

過性や耐水素耐久性に関する要素技術を蓄積し、燃料電池用各種配管やホースの開発を進めている。情報

エレクトロニクス分野では、世界トップレベルの導電性ポリマーの開発に成功し、商品化の検討を進めて

いる。  

 スポーツ事業では、クラブ開発を推進するために、ヘッドとボールの衝突音を評価する最新鋭の設備を

茨城試打場に導入した。この設備の導入により、クラブ毎の打音評価が同条件で実施できることになり、

技術の蓄積に繋げることが出来る。また、クラブ製造過程における有害物質の削減を推進し、海外協力会

社も含め指導し、有害物質の代替品評価も行った。研究開発費の金額は、４３億２６百万円である。  

  

  

  

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（1） 経営成績に重要な影響を与える要因についての分析 

 

・概要 

 当連結会計年度における世界の状況は、原油などの素材価格の高騰や成長国における過熱気味の景気

に対する市場調整の動きがあったものの、米国や欧州経済は個人消費、設備投資が景気を下支えし、お

おむね堅調に推移した。また、中国を中心とするアジア諸国でも引き続き景気拡大がみられた。 

 一方、国内経済は企業収益の改善による設備投資の増加および雇用情勢の改善に支えられた個人消費

の回復などにより、緩やかな回復基調をみせた。 

 また、外国為替市場において、当連結会計年度の円相場は、前連結会計年度に比べ対米ドルで約

３％、対ユーロでも約９％の円安となった。 

 このような状況のもと、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度に比べて10.1％増収の4,973億円

となり、営業利益は4.0％減益の210億円、当期純利益は23.7％減益の163億円となった。 

 

・為替変動の影響 

 前連結会計年度からの円の為替レートの変動により、当連結会計年度の売上高は、約101億円増加し

たと試算される。但しこの試算は、当連結会計年度の外貨建の売上高に、前連結会計年度の平均レート

を適用して算出したもので、為替変動に対応した販売価格の変更等の影響は考慮されていない。 

 

・売上高 

 売上高は、前連結会計年度に比べ10.1％増収の4,973億円となった。国内売上高は、前連結会計年度

に比べ2.3％増収の3,002億円、海外売上高は、前連結会計年度に比べ24.4％増収の1,971億円となっ

た。 

 タイヤ事業の売上高は、前連結会計年度に比べ11.0％増収の3,727億円となった。 

 新車用タイヤは、国内においてトラックの生産は減少したが、乗用車の生産が増加しており、そのよ

うな状況の中、生産・販売・技術一体となった積極的な営業活動を推進した結果、販売量・売上高とも

に前連結会計年度を大幅に上回った。 

 国内市販用タイヤは、積極的な販売施策を展開し市場地位の向上を果たしたが、降雪の減少によるス

ノータイヤの需要が減少したこともあり、売上高は前連結会計年度を若干下回った。 

 海外市販用タイヤは、積極的な拡販活動と国ごとの綿密なマーケティング活動等を実施した結果、欧

米、アジアを中心に各地域とも順調に推移した。さらに、高騰する原材料価格の一部を販売価格に反映

させたこともあり、販売量・売上高ともに前連結会計年度を大幅に上回った。 

 ＭＢ事業の売上高は、前連結会計年度に比べ7.3％増収の1,246億円となった。 

 各販路において積極的な販売活動を推進した結果、ホース配管事業については、自動車用ホースや各

種機械用高圧ホースが大幅に売上を伸ばし、工業資材事業についても世界的な資源・エネルギー開発の

拡大により海洋製品を中心に順調に推移した。ハマタイト事業については原材料高騰の影響を受け低調

に推移した。 

 航空部品は、ボーイング社向け化粧室ユニットの納入が好調であり、補用品の受注も順調に拡大し

た。また、中国新幹線向け床材の新規受注等により売上高は前連結会計年度を大幅に上回った。 

 ゴルフ用品は、各種販売施策を展開したが、国内クラブ需要が落ち込んだことにより、売上高は前連

結会計年度並となった。  



 

・売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は、売上の増加及び原材料価格の高騰に伴い、前連結会計年度に比べ13.1％増加し、3,509

億円となった。 

 原材料価格は天然ゴムを中心として依然高騰が続いており、この影響により売上原価は205億円増加

したと試算される。 

 販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ4.7％増加し1,253億円となった。 

 流通コストが増加したが、これは主として輸出タイヤの販売量増加及び輸出運賃の値上げの影響によ

るものである。 

 なお、一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は146億円となり、前連結会計年度に比べ

１億円増加している。 

 

・営業利益 

 営業利益は、以上の要因により、前連結会計年度の219億円に対して、９億円（4.0％)減益の210億円

となった。そのうちタイヤ事業は19.0％減益の146億円、ＭＢ事業は72.5％増益の67億円となった。 

 

・営業外収益及び営業外費用 

 営業外収益と営業外費用の純額は、前連結会計年度の29億円の費用から９億円の費用となり20億円の

増益要因となった。これは主として、為替差益及び受取配当金が増加したことによるものである。 

 

・経常利益及び当期純利益 

 経常利益は、前連結会計年度に比べ10億円(5.6％)増益の200億円となった。また、当連結会計年度は

投資有価証券売却益64億円の計上があったものの、前連結会計年度に計上した米国子会社の株式評価損

に対する税効果がなくなったため、当期純利益は前連結会計年度に比べ50億円(23.7％)減益の163億円

となった。 

  



（2） 資本の財源及び資金の流動性に係る情報 

 

・財政状態 

 総資産は、前連結会計年度に比べ343億円増加し5,363億円となった。これは主として、アジアを中心

とした生産能力増強による設備投資により、有形固定資産が223億円増加したことによるものである。 

 純資産は、1,865億円（当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」を

適用し、少数株主持分を純資産に含めている。）、一株当たり純資産は33円46銭増加し542円10銭とな

った。 

 有利子負債残高は、前連結会計年度に比べ44億円増加し、1,674億円となった。また、有利子負債を

自己資本で割った負債資本比率（D/Eレシオ）は0.9倍となった。 

 

・キャッシュフロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、前連結会計年

度末に比べ5億22百万円増加し、148億12百万円となった。 

 営業活動により獲得した資金は、367億38百万円（前連結会計年度318億60百万円）となった。増加要

因として、税金等調整前当期純利益を260億38百万円、資金の支出を伴わない減価償却費を221億65百万

円計上したことに対し、減少要因は利息の支払額30億66百万円、法人税等の納付額23億43百万円による

ものである。 

 投資活動により使用した資金は、351億22百万円（前連結会計年度291億84百万円）となった。これは

主としてアジアを中心としたタイヤ生産能力増強等により、有形固定資産の取得374億63百万円を支出

したことによるものである。 

 財務活動により使用した資金は、10億7百万円（前連結会計年度31億13百万円）となった。これは主

として有利子負債の増加による収入24億28百万円に対し、配当金の支払33億56百万円等があったことに

よるものである。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループでは、当連結事業年度においてタイヤ事業を中心に全体で406億円の設備投資を実施した。

タイヤ事業においては、当社において新商品生産対応及び高性能化等に対応するため、製造設備増強、

生産性向上、品質向上等で131億円、子会社においては乗用車・ライトトラック用タイヤ製造設備の新設

でヨコハマタイヤマニュファクチャリング（タイ）において109億円、乗用車用タイヤ製造設備の増設で

ヨコハマタイヤフィリピンINC.において55億円等の投資を中心にタイヤ事業全体では370億円の設備投資

を実施した。 

ＭＢ事業においては、主として当社においてシーリング材、各種ホース等の設備増強を行った。ＭＢ事

業全体では34億円の設備投資を実施した。 

所要資金については自己資金及び借入金で充当した。 

なお、重要な設備の除去、売却等はない。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりである。 

(1) 提出会社 

  

 
  

(2) 国内子会社 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
・運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

平塚製造所 
(神奈川県平塚市)

タイヤ、ＭＢ、 
全社

生産設備 9,369 9,490
3,133
(999)

3,186 25,180 1,623

三重工場 
(三重県伊勢市)

タイヤ 〃 2,515 10,191
2,261
(264)

2,888 17,857 885

三島工場 
(静岡県三島市)

〃 〃 1,544 3,639
116
(112)

1,201 6,502 514

新城工場 
(愛知県新城市)

〃 〃 5,265 11,518
2,685
(322)

5,088 24,557 834

茨城工場 
(茨城県小美玉市)

ＭＢ 〃 1,467 2,413
659
(152)

120 4,660 200

尾道工場 
(広島県尾道市)

タイヤ 〃 1,947 1,981
1,610
(193)

535 6,075 217

平塚東工場 

(神奈川県平塚市)
ＭＢ 〃 412 488

845
(17)

129 1,877 232

長野工場 

(長野県飯田市)
〃 〃 227 605

55
(26)

40 928 139

本社・ＭＢ東京支店 
(東京都港区)

タイヤ、ＭＢ、 
全社

その他設備 3,306 131
1,141
(94)

483 5,062 479

会社名・事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
・運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

ヨコハマタイヤ東京販売㈱
(東京都世田谷区)等タイヤ販
売会社全国24社

タイヤ 販売設備 12,288 651
15,596

(232)
347 28,883 2,193



(3) 在外子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具・備品及び建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税等を

含まない。 

２ ヨコハマタイヤ フィリピンINC.の「土地」は賃借している。 

３ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがある。 

(1) 提出会社 

  

 
  

(2) 子会社 

  

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
・運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

ヨコハマタイ
ヤコーポレー
ション

セーラム工場
(米国バージ
ニア州)他

タイヤ
生産・その他 
設備

5,142 5,872
990
(488)

1,404 13,410 1,138

ヨコハマタイ
ヤフィリピン
INC.

本 社・工 場
(フィリピン
クラーク特別
経済区)

〃 〃 3,419 12,663
-

(165)
1,812 17,895 1,614

杭州横浜輪胎
有限公司

本 社・工 場
(中国浙江省)

〃 〃 859 4,780
361
(122)

70 6,072 601

ヨコハマタイ
ヤマニュファ
クチャリング
（タイ）

本 社・工 場
(タイラヨー
ン県)

〃 〃 4,241 12,117
1,175

(2,107)
1,257 18,791 863

事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの 

名称

設備の内容
年間リース料 

(百万円)
摘要

本社・ＭＢ東京支店(東京都港区)他 

８事業所

タイヤ 電算機器 80 リース

ＭＢ 〃 56 〃

新城工場（愛知県新城市） タイヤ 生産設備 234 〃

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの 

名称

設備の内容
年間リース料 

(百万円)
摘要

ヨコハマタイヤ 

コーポレーション

セーラム工場 

(米国バージニア

州)

タイヤ 生産設備 748 リース



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

  

 
  

(注) １ 上記金額には消費税等を含まない。 

２ 経常的な設備の更新のための改修、廃売却を除き、重要な設備の改修、廃売却の計画はない。 

  

区分
事業の種類別 
セグメントの 

名称

事業所 
(所在地)

設備の内容

投資予定金額
(百万円) 資金調達

方法

着手及び完了予定 完成後の
増加能力
（年間生産
本数）総額 既支払額 着手 完了

（提出会社） タイヤ 平塚製造所 
(神奈川県平塚市) 
 
三重工場 
(三重県伊勢市) 
 
三島工場 
(静岡県三島市) 
 
新城工場 
(愛知県新城市) 
 
尾道工場 
(広島県尾道市)

 
生産設備 

 
 
〃 
 
 
〃 
 
 
〃 
 
 
〃

4,463 
 
 

5.245 
 
 

3.077 
 
 

15.566 
 
 

5.326

2.210 
 
 

2.763 
 
 

1.022 
 
 

6.962 
 
 

2.140

自己資金 
 
 
〃 
 
 
〃 
 
 
〃 
 
 
〃

平成 
18.4 
 
〃 
 
 
〃 
 
 
〃 
 
 
〃

 
平成 
20.3 

 
〃 
 
 

〃 
 
 

〃 
 
 

〃

ＭＢ
平塚製造所 
(神奈川県平塚市) 
 
茨城工場 
(茨城県小美玉市)

 
生産設備 

 
 
〃

 

4,570 

 

 

1,085

 

2,392 

 

 

776

自己資金 
 
 
〃

平成 
18.4 
 
〃

 
平成
20.3 
 

〃

（子会社） 
 
ヨコハマタイヤ 
コーポレーション 
 
 
ヨコハマタイヤ 
マニュファクチャ
リング(タイ) 
 
 
杭州横浜輪胎有限
公司

タイヤ  
 
セーラム工場 
(米国バージニア
州)他 
 
本社・工場 
(タイラヨーン県) 
 
 
 
本社・工場 
(中国浙江省)

生産・そ
の他設備 

 
 
〃 
 
 
 
 
〃

3,070
 
 
 

7,458 
 
 
 
 

2,971

1,506
 
 
 

528 
 
 
 
 

71

自己資金
 
 
 

自己資金 
及び借入金 

 
 
 
〃

平成
18.4 
 
 
〃 
 
 
 
 
〃

平成 
20.3 
 
 

〃 
 
 
 
 

〃

 
 
 
 
 
 

乗用車・ラ
イトトラッ
ク用タイヤ
140万本 

 
乗用車用タ
イヤ75万本



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

  

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当する事項はない。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当する事項はない。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 700,000,000

計 700,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年3月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年6月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 342,598,162 342,598,162
東京、大阪、名古屋
各証券取引所 
(市場第一部)

―

計 342,598,162 342,598,162 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 平成16年10月に子会社である横浜ハイデックス（株）を吸収合併したことによる増加である。 

  

(5) 【所有者別状況】 
(平成19年3月31日現在) 

 
(注) １ 自己株式7,257,127株は、7,257単元を「個人その他」の欄に、127株を「単元未満株式の状況」欄に含めて

記載している。 

２ 上記「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の中には、証券保管振替機構名義の株式1単元および

200株含まれている。 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平 成 16 年 4 月 1 日 ～ 
平成17年3月31日(注)

― 342,598 ― 38,909 60 31,952

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 100 34 237 202 1 11,475 12,049 ―

所有株式数 
(単元)

― 160,236 6,632 68,838 57,622 1 47,411 340,740 1,858,162

所有株式数 
の割合(％)

― 47.03 1.95 20.20 16.91 0.00 13.91 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 
(平成19年3月31日現在) 

 
(注) 平成19年３月22日付にて次の法人から、大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日 平成19年３月15

日）、次のとおり株式を保有している旨報告を受けているが、当事業年度末現在における当該法人名義の実質

所有株式数の確認が出来ない為、上記「大株主の状況」では考慮していない。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町２丁目６番１号 27,260 7.96

日本ゼオン株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番２号 20,894 6.10

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 15,827 4.62

日本トラステイ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 13,463 3.93

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 12,941 3.78

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 12,062 3.52

古河電気工業株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目２番３号 11,971 3.49

株式会社損害保険ジヤパン 東京都新宿区西新宿１丁目２６番１号 7,812 2.28

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目１３番１号 7,600 2.22

横浜ゴム株式会社 東京都港区新橋５丁目３６番１１号 7,257 2.12

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 6,640 1.94

計 ― 143,729 41.95

大量保有者名 保有株券等の数（千株） 株券等保有割合（％）

バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託
銀行株式会社

1,596 0.47

バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式
会社

6,901 2.01

バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エ
ヌ・エイ（Barclays Global Investors,N.A.)

5,952 1.74

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リ
ミテッド（Barclays Global Investors Ltd)

3,653 1.07

バークレイズ・バンク・ピーエルシー
（Barclays Bank PLC Ltd)

917 0.27

合   計 19,019 5.55



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成19年3月31日現在) 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権1個)含まれ

ている。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式、相互保有株式および証券保管振替機構名義の株式が次

のとおり含まれている。 

   自己保有株式          127株 

   相互保有株式          225株［㈱山川機械製作所所有分150株および愛宕精工㈱所有分75株］ 

   証券保管振替機構名義の株式   200株 

  

② 【自己株式等】 

(平成19年3月31日現在) 

 
  

  

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当する事項はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
 普通株式    

7,257,000
― ―

(相互保有株式)
 普通株式    

36,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

333,447,000
333,447 ―

単元未満株式
普通株式
1,858,162

― ―

発行済株式総数 342,598,162 ― ―

総株主の議決権 ― 333,447 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
横浜ゴム株式会社

 
東京都港区新橋５-36-11

7,257,000 ― 7,257,000 2.12

(相互保有株式) 
株式会社山川機械製作所 
 

 
神奈川県平塚市 
東八幡５-８-５

24,000 ― 24,000 0.01

愛宕精工株式会社
神奈川県平塚市 
田村4-21-18

12,000 ― 12,000 0.00

計 ― 7,293,000 ― 7,293,000 2.13



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当する事項はない。 

  

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当する事項はない。 

  

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第6項による取得 

 
会社法第155条第7号による取得 

 
  (注)  当期間における取得自己株式には平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めていない。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
  (注)  当期間における保有自己株式数には平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び買増しによる株式数は含めていない。 

  

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第6項及び会社法第155条第7号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 5,773 3,535,150

当期間における取得自己株式 ― ―

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 119,158 75,870,468

当期間における取得自己株式 17,516 13,757,704

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 
(単元未満株式の売渡によるもの)

10,169 5,649,265 1,525 1,099,045

保有自己株式数 7,257,127 ― 7,273,118  ―



３ 【配当政策】 

当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を図りつつ、配当については、安定

した配当を継続することを基本方針としている。 

 当社の剰余金の配当は中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としている。配当の決定機関は

中間配当は取締役会、期末配当は株主総会である。 

 当事業年度の剰余金の配当については、継続的な安定配当の基本方針のもと、1株当たり6円に創立90周

年記念配当2円を加え計8円とし、中間配当(4円)と合わせて年間で１株当たり12円となる。 

内部留保資金の使途については、今後の事業展開への備えと研究開発費用として投入していく。 

なお、当社は中間配当を行うことができる旨定款で定めている。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。 

  

 
４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第１部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第１部におけるものである。 

  

決議年月日 配当金総額(百万円)
1株当たりの配当額     

(円)

平成18年11月９日    
取締役会決議

1,341 4

平成19年６月28日    
定時株主総会決議

2,682 8

回次 第127期 第128期 第129期 第130期 第131期

決算年月
平成15年 

３月
平成16年 
３月

平成17年
３月

平成18年
３月

平成19年 
３月

最高(円) 350 387 480 700 790

最低(円) 235 272 342 403 439

月別
平成18年 
10月

 
11月 12月

平成19年
１月 ２月

 
３月

最高(円) 620 687 736 755 790 771

最低(円) 550 565 652 691 680 690



５ 【役員の状況】 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
会長

冨 永 靖 雄 昭和12年３月５日生

昭和35年４月 当社入社

(注)２ 69

平成２年３月 当社タイヤ北米事業本部長就任

平成３年３月 当社取締役就任

平成７年３月 当社常務取締役就任

平成８年６月 当社専務取締役就任

平成11年４月 当社代表取締役社長就任

平成12年６月 日本ゼオン株式会社監査役就任 

(現任)

平成16年６月 当社代表取締役会長就任(現任)

同  年６月 神奈川中央交通株式会社監査役就

任（現任）

 
代表取締役 

社長
南 雲 忠 信 昭和22年２月12日

昭和44年４月 当社入社

(注)２ 29

平成８年７月 ヨコハマタイヤ・フィリピンINC. 

取締役社長就任

平成11年６月 当社取締役就任

平成12年11月 当社タイヤ生産本部長就任

平成14年６月 当社常務取締役就任

同  年６月 当社タイヤ企画本部長就任

平成15年６月 当社専務取締役就任

同  年６月 当社タイヤ管掌就任

平成16年６月 当社代表取締役社長就任（現任）

取締役

総務部・監
査室担当兼
平塚製造所
長兼コンプ
ライアンス
推進室長

上 田 啓 吾 昭和21年８月２日

昭和44年４月 当社入社

(注)２ 30

平成11年４月 当社企画部長就任

平成12年６月 当社取締役就任

平成13年10月 当社タイヤ直需本部長就任

平成14年４月 ヨコハマコンチネンタルタイヤ株

式会社取締役社長就任

同  年６月 当社常務取締役就任

平成16年６月 当社取締役（専務執行役員）就任

（現任）

平成17年６月 当社スポーツ管掌就任

同  年６月 当社平塚製造所長就任（現任）

同  年６月 当社コンプライアンス推進室長就

任

平成18年４月 当社ホース配管事業部長就任

同  年４月 YHアメリカ取締役会長就任

同  年４月 サスラバー取締役会長就任

平成19年６月 当社コンプライアンス推進室長就

任（現任）

同  年６月 浜ゴム不動産株式会社代表取締役

社長就任（現任）

取締役
BRICs 事 業
担当

杉 本   孝 昭和21年６月27日

昭和45年４月 当社入社

(注)２ 26

平成12年５月 当社タイヤ海外事業本部長就任

同  年６月 当社取締役就任

同  年６月 ヨコハマタイヤ・フィリピンINC.

取締役会長就任

平成14年３月 杭州横浜輪胎有限公司取締役会長

就任

同  年６月 当社常務取締役就任

平成16年６月 当社取締役（専務執行役員）就任

（現任）

同  年６月 当社タイヤ管掌就任

平成18年４月 当社BRICs事業担当就任（現任）

同  年４月 横浜橡胶（中国）有限公司董事長

就任（現任）

同  年８月 杭州横浜輪胎有限公司董事長就任

（現任）

取締役

品質保証担
当兼スポー
ツ管掌兼タ
イヤ直需本
部長

山 下   隆 昭和19年５月２日

昭和43年４月 当社入社

(注)２ 18

平成10年６月 当社取締役就任

平成12年５月 当社タイヤ技術本部長就任

平成14年６月 当社常務取締役就任

平成16年６月 当社常務執行役員就任

同  年６月 当社平塚製造所長就任

平成17年６月 当社取締役就任（現任）

同  年６月 当社タイヤ直需本部長就任（現

任）

平成18年４月 当社専務執行役員就任（現任）



同  年４月 当社タイヤ管掌就任

平成19年６月 当社スポーツ管掌就任（現任）



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
MB管掌兼研
究本部長

溝 口 徹 也 昭和20年11月21日

昭和49年４月 当社入社

(注)２ 25

平成11年６月 当社OR事業部長兼尾道工場長就任

平成12年６月 当社取締役就任

平成14年４月 当社TB事業部長就任

平成15年６月 当社常務取締役就任

同  年６月 当社研究本部長就任

平成16年６月 

 

当社取締役（常務執行役員）就任

（現任）

平成17年６月 当社ＭＢ管掌就任（現任）

同  年６月 当社工業資材事業部長就任

平成19年６月 当社研究本部長就任（現任）

取締役

秘書室・企
画部・広報
部・経理部 
・情報シス
テム部・内
部統制推進
室担当

小 島 達 成 昭和23年12月17日

昭和46年４月 当社入社

(注)２ 33

平成９年７月 当社経理部長就任

平成14年６月 当社取締役就任(現任)

同  年６月 シーアイ化成株式会社監査役就任 

(現任)

平成16年１月 当社経理部長就任

同  年６月 当社執行役員就任

同  年６月 ヨコハマ コーポレーション オ

ブ ノースアメリカ取締役社長就

任（現任）

平成17年６月 当社常務執行役員就任（現任）

取締役

OR・AC事業 
、タイヤ物
流本部、MD
推進室担当
兼タイヤ企
画本部長

小 林   達 昭和28年３月16日

昭和50年４月 当社入社

(注)２ 3

平成13年10月 当社タイヤ企画部長就任

平成16年６月 当社執行役員就任（現任）

同  年６月 

 

当社タイヤ企画本部長就任（現

任）

同  年６月 ヨコハマタイヤ・フィリピンINC.

取締役会長就任

同  年６月 杭州横浜輪胎有限公司董事長就任

平成18年１月 当社タイヤ企画部長就任

同  年１月 横浜橡胶（中国）有限公司董事長

就任

同  年４月 当社OR・AC事業担当（現任）

同  年４月 当社MD推進室長就任

同  年６月 当社取締役就任（現任）

常任監査役 
(常勤)

弓 削 道 雄 昭和24年９月３日

昭和47年４月 株式会社第一勧業銀行入行

(注)３ 21

平成14年６月 当社取締役経理部長就任

平成16年６月 当社執行役員就任

同  年10月 当社ホース配管事業部長就任

平成18年４月 当社コンプライアンス推進室長就

任

平成19年６月 当社常任監査役就任(現任)

監査役 
(常勤)

鈴 木 誠 一 昭和22年10月６日

昭和45年４月 当社入社

(注)４ 11平成12年５月 当社購買部長就任

平成14年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 古 河 潤之助 昭和10年12月５日

昭和34年４月 古河電気工業株式会社入社

(注)３ 3

平成６年６月 同社取締役副社長就任

平成７年６月 同社取締役社長就任

平成15年６月 同社取締役会長就任

平成16年６月

平成19年６月

同社取締役相談役就任

同社相談役就任(現任)

平成12年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 藤 田   讓 昭和16年11月24日

昭和39年４月 朝日生命保険相互会社入社

(注)３ ―
平成６年４月 同社常務取締役就任

平成８年４月 同社取締役社長就任(現任)

平成12年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 古 河 直 純 昭和19年12月22日

昭和42年４月 日本ゼオン株式会社入社

(注)５ 5

平成９年６月 同社取締役就任

平成11年６月 同社常務取締役就任

平成13年６月 同社専務取締役就任

平成15年６月 同社取締役社長就任(現任）

平成18年６月 当社監査役就任（現任）



 
(注) １ 監査役古河潤之助、監査役藤田 讓および監査役古河直純は、会社法第２条第16号に定める社外監査役で

ある。 

２ 取締役の任期は、平成１９年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成２０年３月期に係る定時株主総

会終結の時までである。 

３ 常任監査役弓削道雄、監査役古河潤之助および監査役藤田 讓の任期は平成１９年３月期に係る定時株主

総会終結の時から平成２３年３月期に係る定時株主総会の終結の時までである。 

４ 監査役鈴木誠一の任期は平成１７年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成２１年３月期に係る定時

株主総会の終結の時までである。 

５ 監査役古河直純の任期は平成１８年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成２２年３月期に係る定時

株主総会の終結の時までである。 

 ６ 監査役古河潤之助は、監査役古河直純の兄である。 

７ 当社では、取締役会の活性化および意思決定の迅速化ならびに業務執行の効率化およびグループ経営の強

化を図るために執行役員制度を導入している。平成19年6月28日現在、執行役員は21名で、上記記載の 

上田啓吾、杉本 孝、山下 隆、溝口徹也、小島達成、小林 達の6名の他、以下の15名で構成されてい

る。 

高山章久(常務執行役員 タイヤ生産本部長) 

田中孝一(常務執行役員 タイヤ国内営業本部長) 

福井 隆(常務執行役員 タイヤ海外営業本部長) 

辛島紀男(常務執行役員 タイヤ北米事業担当兼ヨコハマタイヤ コーポレーション取締役社長兼ヨコハマ

    コーポレーション オブ アメリカ取締役社長） 

伊澤俊夫(ＭＢ生産担当兼ホース配管事業部長) 

水本康博(環境保護推進室担当兼タイヤ技術本部長) 

鈴木伸一(ヨコハマタイヤ コーポレーション副社長) 

鈴木俊彦(新城工場長) 

藤原英雄(人事部・購買部・安全衛生推進室担当) 

近藤一郎(横浜橡胶（中国)有限公司総経理兼横浜輪胎銷售(上海)有限公司董事長) 

山崎 肇(ＹＨアメリカ取締役会長・ＣＥＯ兼サスラバー取締役会長) 

髙井星兒(航空部品事業部長) 

後藤祐次(ＴＢ事業担当) 

花立悦治(ＰＣ事業担当兼ＰＣ・ＬＴ製品企画部長) 

日座 操(ＭＢ技術担当兼ハマタイト事業部長兼ハマタイト技術部長) 

  

計 273



６ 【コーポレートガバナンスの状況】 

  

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社が制定した「企業理念」及び「行動規範」のもと、企業価値の向上を目指して、健全で透明

性の高い経営を実現し、また公正性が確保できるよう経営体制や組織などを整備し、必要な施策

をスピーディーに行っていくことが、コーポレート・ガバナンスに関する取組みの基本的な考え

方であり、経営の最重要課題のひとつと認識している。 

  

① 当社は激しく変化する経営環境の中で、スピーディーかつ適切な意思決定が行えるよう、平成

10年以降取締役の員数を漸減させ、取締役会における闊達な議論を可能とした。また、平成15

年には取締役の経営責任を明確にすべく、取締役の任期を2年から1年に短縮し、さらに、経営

の監督と業務の執行を明確化し、経営の意思決定および業務執行の迅速化を徹底するため、執

行役員制度を導入した。 

② トップマネージメントの戦略機能を強化するため、会長、社長をはじめとし、取締役を主要メ

ンバーとする経営会議を設け、事業計画の達成状況の把握と事業戦略に関する協議を行ってい

る。 

③ 役員の人事、処遇に関しては、透明性と公平性を確保すべく役員人事・報酬委員会を設置し、

審議の上取締役会にて決定する。  

④ 当社は監査役制度を採用しており、経営監査機能強化の観点から、監査役5名のうち3名を社外

監査役とし、独立して公正な監査が行える体制を取っている。また、常勤監査役は経営会議等

の重要な会議への出席および監査計画に基づく、本社各部門、各事業所およびグループ会社の

監査等を実施している。このような監査業務を補助するスタッフとして、監査役付1名を配置

している。さらに、会計監査人との情報・意見交換、協議、内部監査部門である監査室（5名

のスタッフを有する）からの定例監査報告の聴取等により相互の連携を強化し、コーポレー

ト・ガバナンスの充実強化に寄与すべく監査の向上に取組んでいる。なお、会計監査人には新

日本監査法人を選任しており、当社と同監査法人および監査に従事する同監査法人の業務執行

社員との間に特別の利害関係はない。 また、社外監査役個人との取引もない。  

  

当社は社会からの期待に応えられる信頼性の高い企業として、コーポレート・ガバナンスの推進

に加え、コンプライアンス体制を確立し、企業倫理、法令遵守、情報セキュリティー、個人情報

保護の徹底、環境保護等に対する従業員の意識をさらに高め、企業としての社会的責任を果たす

ため下記の委員会を設置した。 

  

① コンプライアンス委員会 

当社グループの企業活動における法令遵守、公正性、倫理性を確保するための活動を定常的に

行う「コンプライアンス委員会」（委員長：代表取締役社長）を設置しているが、コンプライ

アンス体制の一層の強化・充実を図るため、平成17年5月に新たに「コンプライアンス推進

室」を設けた。また、個人情報の重要性を認識し、当社グループにおける個人情報の適正な取

扱・管理を確保するために、同年4月にコンプライアンス委員会の下に「個人情報保護管理委

員会」を設置した。  

② ＲＭ（リスクマネージメント）委員会 

当社グループを取り巻くさまざまなリスクに対する防衛体制を強固なものとすべく、「RM委員



会」を設置し、啓発活動、リスク項目の点検等を実施している。 

また、これに加え、中央防災会議、環境保護推進会議等も設けている。  



  

（２）内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

・基本的な考え方 

当社の取締役は法令および定款を遵守し、また横浜ゴム「企業理念」「行動規範」を制定した

うえ、善良な管理者としての注意を払い忠実に職務を果たし、株主利益の最大化を図るために

行動する。 又、取締役会付議基準に基づく重要な案件等に関しては、監査役の出席のもと、

取締役会、経営会議などで案件ごと審議・決定し同時に法令上の確認等を行い、当社を巡る利

害関係者に対し、不当な損害を与えないことなどを基本理念とし実践する。 監査役は監査役

会が定めた監査役監査基準に基づき、取締役会・経営会議への出席、関連子会社を含む業務状

況の調査等を通じ、取締役の職務執行の監査を行う。 

・整備状況 

① 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る文書その他の重要な情報について、総務担当取締役または総務担当

執行役員が当社文書管理規程を作成し、それに従い適切に保存および管理を実施し、必要に応

じて運用の検証、各規程の見直し等を行う。 

② 損失の危険の管理に関する規程等の体制 

当社は当社を取り巻く様々なリスクからの防衛体制を強固なものとすべく、広報担当取締役ま

たは広報担当執行役員を議長とする「リスクマネージメント委員会」を設置し、経営に重大な

影響を及ぼすリスクを横断的に管理し、適切に評価対応している。 また、具体的な事例とな

るコンプライアンス、災害、情報セキュリティ、輸出管理等に係わるそれぞれのリスクに関し

ては、コンプライアンス委員会、中央防災会議、情報セキュリティ委員会、個人情報保護委員

会、輸出管理委員会などを設置し、損失及びリスクの管理を行う目的で規則・ガイドライン・

マニュアルの作成、研修などを実施している。また、それぞれの管理状況は適時取締役や経営

会議にて経営に報告し、同時に監査役へ報告される。  

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

取締役の職務の執行が効率的に行われる体制として、取締役会を原則毎月開催するほか、必要

に応じて適時臨時に開催している。また経営方針および経営戦略に係わる重要事項については

事前に監査役が出席し担当執行役員を交えた経営会議にて十分に審議し、取締役会の役割であ

る業務執行の監督機能の強化・効率性の向上を図っている。また、取締役および使用人が共有

する全社的な経営計画を定め、この目標達成に向けて取締役を含む各部門が実施すべき具体的

な課題や課題達成の為の施策を実施する。その後、毎月の経営会議および年2回の定期的全体

会議における業務執行者のレビューにおいて、取締役がその進捗状況を確認し、その中で効率

化を阻害する要因を分析し排除し改善策を検討することで、目標達成を早め、全社的な業務の

効率化を実現する体制を構築している。 

④ 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

当社は法令・定款の遵守を徹底するため、社長を議長とするコンプライアンス委員会を設置し

ており、取締役は重大な法令違反その他コンプライアンスに係る重大な事実を発見した場合に

は、直ちにコンプライアンス委員長並びに監査役に報告することが徹底されている。 コンプ

ライアンス委員会は、その実行部門としてのコンプライアンス推進室を設置し横浜ゴム「行動

規範」を制定し、役員および使用人全員が法令・定款を遵守するための活動を行っている。  



⑤ 株式会社ならびにその親会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制  

当社の業務の適正を確保するために制定した「行動規範」を当社グループすべてに適用し、こ

れを基礎としてグループ各社における諸規定を定め、行動する。 当社のコンプライアンス推

進室は国内各グループ会社における法令遵守体制に関する権限を有し、各グループ会社におい

ても推進責任者を任命しており、報告を含む毎月のコミュニケーション、研修を通して、情報

の共有化を図り、問題点の把握を行い、適時経営会議にて報告を行っている。 監査室におい

ても計画的に子会社および関連会社における会計監査、業務監査に加えコンプライアンス監査

を実施しており、監査状況を取締役・担当部署および監査役に報告する体制を構築している。

⑥ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

監査役は代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換を実施しており、協議の場

を持つことにより相互の信頼関係を高めている。また取締役会にて監査役監査基準に基づいた

監査方針の説明を行い、経営に対して実施する監査の重点を説明している。法令違反、コンプ

ライアンス上の問題、内部通報に関する問題および当社の業務および業績に影響を与える重要

な事項が発生した場合には監査役にただちに報告する体制を確保している。  



  

当社におけるコーポレートガバナンス体制の概要は次のとおりである。 

  

 

  

(3) 役員報酬の内容 

当社の取締役に対する報酬総額は322百万円である。監査役に対する報酬総額は59百万円であ

る。また、社外取締役はいない。なお、報酬総額には役員賞与および、当事業年度に係る役員退

職慰労引当金繰入額を含めている。 

  

(4） 監査報酬の内容 

当社が新日本監査法人と締結した公認会計士法第2条第1項の業務に基づく報酬の総額（消費税含

まず）は56百万円である。 

上記以外の業務に基づく報酬はない。 

   

(5） 責任限定契約の内容 

当社は、社外監査役との間で会社法第423条第1項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないと

きは、法令が定める額を限度として責任を負担する契約を締結している。 

   



 （6）会計監査の状況 

   ① 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名および継続監査年数 

 
   ② 監査業務に係る補助者の構成 

     公認会計士  12名 

     会計士補等  7名 

   

(7） 取締役の定数 

     当社の取締役は15名以内とする旨を定款で定めている。 

   

(8） 自己の株式の取得 

     当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動

的に遂行することを可能とするため、会社法第165条第2項の規定に基づき、取締役会の決議によ

って市場取引等により自己の株式を取得できる旨を定款で定めている。 

   

(9） 株主総会の特別決議要件 

     当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として会社法第309条第２項に定める株主総会

の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めている。 

   

      

      

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数

指定社員 
業務執行社員

種 本   勇
新日本監査法人

―

小 林   宏 ―



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

 なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事

業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３

月31日まで)の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けている。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区 分
注記 
番号

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

 （資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 14,304 14,884

 ２ 受取手形及び売掛金 ※１ 101,240 108,136

 ３ たな卸資産 70,770 78,944

 ４ 繰延税金資産 9,713 7,199

 ５ その他 7,273 9,747

 ６ 貸倒引当金 △ 1,899 △ 1,678

   流動資産合計 201,402 40.1 217,234 40.5

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物 121,344 128,850

    減価償却累計額 66,528 54,816 69,775 59,074

  ２ 機械装置及び運搬具 286,924 312,884

    減価償却累計額 221,772 65,151 233,794 79,090

  ３ 工具器具備品 81,450 84,570

    減価償却累計額 71,823 9,627 74,043 10,526

  ４ 土地 33,643 34,653

  ５ 建設仮勘定 7,962 10,214

   有形固定資産合計 ※１ 171,202 34.1 193,560 36.1

 (2) 無形固定資産 3,695 0.7 3,326 0.6

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※２ 106,445 100,844

  ２ 長期貸付金 1,255 709

  ３ 繰延税金資産 2,743 3,094

  ４ その他 ※２ 16,686 18,722

  ５ 貸倒引当金 △1,416 △ 1,170

   投資その他の資産合計 125,714 25.1 122,200 22.8

   固定資産合計 300,612 59.9 319,087 59.5

   資産合計 502,014 100.0 536,322 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区 分
注記 
番号

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

 （負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 69,992 84,683

 ２ 一年内償還転換社債 10,000 ―

 ３ コマーシャルペーパー 13,000 1,000

 ４ 短期借入金 ※１ 74,375 87,189

 ５ 未払法人税等 2,016 2,466

 ６ 未払費用 26,012 26,661

 ７ 役員賞与引当金 ― 53

 ８ その他 13,274 14,301

   流動負債合計 208,671 41.6 216,356 40.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 20,000 30,000

 ２ 長期借入金 ※１ 45,646 49,284

 ３ 繰延税金負債 21,810 23,464

 ４ 退職給付引当金 21,355 19,937

 ５ 役員退職慰労引当金 461 553

 ６ その他 9,459 10,197

   固定負債合計 118,734 23.6 133,437 24.9

   負債合計 327,405 65.2 349,794 65.2

 （少数株主持分）

  少数株主持分 3,933 0.8 ― ―

 （資本の部）

Ⅰ 資本金 ※３ 38,909 7.7 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 31,952 6.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 67,439 13.4 ― ―

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

43,554 8.7 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 △6,654 △1.3 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※４ △4,526 △0.9 ― ―

   資本合計 170,675 34.0 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

502,014 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区 分
注記 
番号

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

 （純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 38,909 7.3

 ２ 資本剰余金 ― ― 31,952 6.0

 ３ 利益剰余金 ― ― 80,065 14.9

 ４ 自己株式 ― ― △ 4,600 △ 0.9

   株主資本合計 ― ― 146,327 27.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 39,635 7.4

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― △ 4,175 △ 0.8

   評価・換算差額等合計 ― ― 35,460 6.6

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 4,740 0.9

   純資産合計 ― ― 186,528 34.8

   負債純資産合計 ― ― 536,322 100.0



② 【連結損益計算書】 

 
  

前連結会計年度
（自 平成17年４月 1日
至 平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成18年４月 1日
至 平成19年３月31日）

区 分
注記 
番号

金 額
(百万円)

百分比
(％)

金 額
(百万円)

百分比
(％)

Ⅰ 売上高 451,911 100.0 497,396 100.0

Ⅱ 売上原価 ※４ 310,231 68.6 350,978 70.6

  売上総利益 141,679 31.4 146,417 29.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,4 119,732 26.5 125,348 25.2

  営業利益 21,947 4.9 21,069 4.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 161 202

 ２ 受取配当金 872 1,512

 ３ 為替差益 619 1,293

 ４ その他 2,329 3,982 0.8 2,328 5,335 1.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 2,270 3,247

 ２ たな卸資産処分損 1,948 931

 ３ その他 2,695 6,915 1.5 2,142 6,320 1.3

  経常利益 19,015 4.2 20,084 4.0

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 ― 6,434

 ２ 固定資産売却益 ※２ 85 ―

 ３ 退職給付制度移行益 4,251 4,337 1.0 ― 6,434 1.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産廃棄売却損 ※３ 550 480

 ２ 減損損失 ※５ 128 679 0.2 ― 480 0.1

  税金等調整前当期純利益 22,673 5.0 26,038 5.2

  法人税、住民税及び事業税 2,722 2,734

  法人税等調整額 △1,871 851 0.2 6,505 9,239 1.9

  少数株主利益 374 0.0 435 0.0

  当期純利益 21,447 4.8 16,363 3.3



③ 【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

 
  

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区 分
注記
番号

金 額
(百万円)

（資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 31,952

Ⅱ 資本剰余金期末残高 31,952

（利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 51,934

Ⅱ 利益剰余金増加高

   １ 当期純利益 21,447 21,447

Ⅲ 利益剰余金減少高

   １ 配当金 4,105

   ２ 役員賞与 45

   ３ 連結範囲の変更
     等による減少高

9

   ４ 海外連結子会社の
     会計基準変更による減少高

※１ 768

   ５ 米国年金会計基準
     に基づく減少高

※２ 1,012 5,942

Ⅳ 利益剰余金期末残高 67,439

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 38,909 31,952 67,439 △ 4,526 133,774

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △ 2,012 △ 2,012

 剰余金の配当 △ 1,341 △ 1,341

 役員賞与（注） △ 48 △ 48

 当期純利益 16,363 16,363

 連結子会社の増加に伴う 
 剰余金増加高

2 2

 米国年金会計基準に基づく 
 減少高

△ 337 △ 337

 自己株式の取得 △ 79 △ 79

 自己株式の処分 5 5

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 12,626 △ 73 12,552

平成19年３月31日残高(百万円) 38,909 31,952 80,065 △ 4,600 146,327



 
 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 43,554 △ 6,654 36,900 3,933 174,609

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △ 2,012

 剰余金の配当 △ 1,341

 役員賞与（注） △ 48

 当期純利益 16,363

 連結子会社の増加に伴う 
 剰余金増加高

2

 米国年金会計基準に基づく 
 減少高

△ 337

 自己株式の取得 △ 79

 自己株式の処分 5

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△ 3,919 2,479 △ 1,439 806 △ 633

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△ 3,919 2,479 △ 1,439 806 11,919

平成19年３月31日残高(百万円) 39,635 △ 4,175 35,460 4,740 186,528



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区 分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
   税金等調整前当期純利益 22,673 26,038

   減価償却費 20,491 22,165

   減損損失 128 ―

   貸倒引当金の増減額(減少：△) △ 865 △ 511

   退職給付引当金の増減額(減少：△) 730 △ 1,326

   退職給付制度移行益 △ 4,251 ―

   受取利息及び受取配当金 △ 1,033 △ 1,714

   支払利息 2,270 3,247

   為替差損益(差益：△) △ 1,260 △ 258

   固定資産売却益 △ 85 ―

   固定資産廃棄売却損 550 480

   投資有価証券売却益 ― △ 6,434

   売上債権の増減額(増加：△) 5,327 △ 6,060

   仕入債務の増減額(減少：△) 2,876 13,449

   たな卸資産の増減額(増加：△) △ 5,453 △ 7,425
   その他 1,838 △ 1,181

    小計 43,936 40,468

   利息及び配当金の受取額 1,045 1,680
   利息の支払額 △ 2,227 △ 3,066

   確定拠出年金制度への拠出額 △ 7,746 ―
   法人税等の支払額 △ 3,147 △ 2,343

   営業活動によるキャッシュ・フロー 31,860 36,738

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
   定期預金の払戻による収入 8 ―

   定期預金の預入による支出 ― △ 57

   有形固定資産の取得による支出 △ 28,107 △ 37,463

   有形固定資産の売却による収入 598 193

   無形固定資産の取得による支出 △ 431 △ 624

   投資有価証券の取得による支出 △ 1,618 △ 6,291

   投資有価証券の売却による収入 171 8,242

   貸付けによる支出 △ 295 △ 18

   貸付金の回収による収入 299 633
   その他 189 263

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 29,184 △ 35,122

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
   短期借入金の純増減額(減少：△) △ 5,481 △ 6,048

   コマーシャルペーパーの純増減額(減少：△) 13,000 △ 12,000

   長期借入れによる収入 10,748 28,805

   長期借入金の返済による支出 △ 10,881 △ 8,328

   社債の発行による収入 ― 10,000

   社債の償還による支出 ― △ 10,000

   有価証券消費貸借契約による担保金返還額 △ 2,010 ―

   自己株式の取得による支出 △ 4,387 △ 79
   配当金の支払額 △ 4,101 △ 3,356

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,113 △ 1,007

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 789 △ 53

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 351 555

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 13,836 14,289
Ⅶ. 連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の 
  影響額

102 △ 32

Ⅷ．現金及び現金同等物の期末残高 14,289 14,812



（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

1．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数     160社

   非連結子会社の数  25社

連結子会社名は、「第１ 企業の概況」の「４．関

係会社の状況」に、また主要な非連結子会社名は、

「３．事業の内容」に記載のとおりである。

1．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数     157社

   非連結子会社の数   24社

連結子会社名は、「第１ 企業の概況」の「４．関

係会社の状況」に、また主要な非連結子会社名は、

「３．事業の内容」に記載のとおりである。

(2) 当連結会計年度の連結子会社の変動は、次のとお

りである。

      (増加) ヨコハマラバー（タイランド）カンパ 

     ニー LTD等5社     (新規設立等による)

      (減少) ハイデックス東京㈱等11社

（合併等による減少）

(2) 当連結会計年度の連結子会社の変動は、次のとお

りである。

      (増加) 横浜橡胶（中国）有限公司、横浜輪胎 

     銷售（上海）有限公司等6社       

   (新規設立等による）

      (減少) ㈱タイヤプラザ石江等9社

(清算等による減少）

(3) 非連結子会社25社の総資産、売上高、当期純損益

及び利益剰余金等の合計は、いずれも少額で重要性

が乏しいため連結の範囲から除いている。

(3) 非連結子会社24社の総資産、売上高、当期純損益

及び利益剰余金等の合計は、いずれも少額で重要性

が乏しいため連結の範囲から除いている。

２．持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社

    非連結子会社の数    ０社

    関連会社の数      ２社

   関連会社名

    GTYタイヤカンパニー

ヨコハマコンチネンタルタイヤ㈱

２．持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社

    非連結子会社の数    ０社

    関連会社の数      ２社

   関連会社名

    GTYタイヤカンパニー

ヨコハマコンチネンタルタイヤ㈱

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社25社及び関

連会社高崎金属㈱等55社は、それぞれ連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため適用を除外した。

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社24社及び関

連会社高崎金属㈱等54社は、それぞれ連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため適用を除外した。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

  在外連結子会社16社及び国内タイヤ販売会社63社

の事業年度の末日は12月31日で、国内タイヤ販売会

社4社の事業年度の末日は１月31日、同3社の事業年

度の末日は２月28日である。

  連結財務諸表作成にあたっては、事業年度の末日

と連結決算日が３ヶ月を超えないため各社の事業年

度末日の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行

っている。その他の連結子会社の事業年度の末日は

連結決算日と同一である。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

  在外連結子会社19社及び国内タイヤ販売会社61社

の事業年度の末日は12月31日で、国内タイヤ販売会

社4社の事業年度の末日は１月31日、同3社の事業年

度の末日は２月28日である。

  連結財務諸表作成にあたっては、事業年度の末日

と連結決算日が３ヶ月を超えないため各社の事業年

度末日の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行

っている。その他の連結子会社の事業年度の末日は

連結決算日と同一である。



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４．会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  (イ) 有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定している。)

・時価のないもの

移動平均法による原価法

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  (イ) 有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定している。)

・時価のないもの

同   左

  (ロ) デリバティブ

   時価法

(ロ) デリバティブ

同   左

  (ハ) たな卸資産

    当社は、移動平均法による原価法を、連結子会

社は主として最終仕入原価法を採用している。

(ハ) たな卸資産

同   左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

  (イ) 有形固定資産

    主として定率法であるが、建物及び当社の尾道

工場については定額法を採用している。

   なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物及び構築物       ５年～50年

機械装置及び運搬具

 並びに工具器具備品      ２年～10年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

  (イ) 有形固定資産

同   左

  (ロ) 無形固定資産

    主として定額法を採用している。

    なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっている。

(ロ) 無形固定資産

同   左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  (イ) 貸倒引当金

    受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上している。

  (ロ)
        _________________________________ 
 

(3) 重要な引当金の計上基準

  (イ) 貸倒引当金

同   左

  (ロ)役員賞与引当金

   役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度に

おける支給見込額に基づき計上している。

(ハ) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。

   なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額

法により費用処理している。また、数理計算上の差

異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間の以

内の一定の年数(10年)による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしている。

      当社の適格退職年金制度については、平成18年  

     １月より確定拠出年金制度及び退職一時金制度へ 

   移行している。 

      なお、この移行に伴う影響額は4,251百万円で 

     ある。 

(ハ) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。

   なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額

法により費用処理している。また、数理計算上の差

異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。

   

       

   





 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  (ニ) 役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上している。

(ニ) 役員退職慰労引当金

同   左

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

している。なお、在外子会社等の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調

整勘定に含めて表示している。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

している。なお、在外子会社等の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めて表示している。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同   左

 (6) 米国子会社の会計処理基準

   米国子会社は、米国で一般に認められた会計処理

基準を採用している。このうち当社が採用している

会計処理基準と相違している主なものは次のとおり

である。

(6) 米国子会社の会計処理基準

同   左

  (イ) たな卸資産の評価基準及び評価方法

   後入先出法による低価法。

  (イ) たな卸資産の評価基準及び評価方法

同   左

  (ロ) 有形固定資産の減価償却方法

   見積耐用年数による定額法。

  (ロ) 有形固定資産の減価償却方法

同   左

  (ハ) 退職年金制度

    外部拠出による確定給付制度を採用しており、

年金費用は年金数理計算に基づき計上している。

  (ハ) 退職年金制度

同   左

  (ニ) 退職後福利厚生制度

    従業員の退職後福利厚生に係る給付費用につい

ては、財務会計基準書に従って給付費用の総額を

見積り、従業員の役務提供期間で配分している。

なお、新基準採用時における未認識移行債務は20

年間で定額償却している。

  (ニ) 退職後福利厚生制度

同   左

  (ホ) 重要なリース取引の処理方法

    キャピタル・リースについては、固定資産及び

支払債務に計上している。

  (ホ) 重要なリース取引の処理方法

同   左



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (7) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

   消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっている。

(7) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

   消費税等の会計処理

同   左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用している。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同   左

６．連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定については、その金額が僅少であるた

め発生会計年度において全額償却している。

６．

       _________________________________ 
 

７．

        _________________________________ 
 

７．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

  のれん及び負ののれんについては、その金額が僅少

であるため発生会計年度において全額償却している。

８．利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結会社の利益処分又は損失処理は、連結会計年度

中に確定した利益処分又は損失処理に基づいて行って

いる。

８．

       _________________________________ 
 

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなる。

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同   左



（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１. 固定資産の減損に係る会計基準

   当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計

基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)を適用している。

     これにより税金等調整前当期純利益は128百万円減

少している。 

  なお、セグメント情報に与える影響については、 

当該箇所に記載している。

２.

 
        _________________________________ 
 

３.

 
 
 
        _________________________________ 
 

１.

       _________________________________ 
 

２. 役員賞与に関する会計基準

      当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号）を適用している。

   これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益がそれぞれ53百万円減少している。

３. 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

   当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

181,787百万円である。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の

純資産の部については、連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の連結財務諸表規則により作成してい

る。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

注(1)

※１ 担保資産及び担保付債務

注(1)

※１ 担保資産及び担保付債務

  (1) 工場財団

資産の種類 帳簿価額(百万円)

建物及び構築物 16,861

機械装置等 36,573

土地 4,243

計 57,678

  (1) 工場財団

資産の種類 帳簿価額(百万円)

建物及び構築物 17,223

機械装置等 37,101

土地 4,243

計 58,568

以上は、次の債務の担保に供している。

長期借入金
(一年内返済分を含む)

18,813百万円

以上は、次の債務の担保に供している。

長期借入金
(一年内返済分を含む)

15,197百万円

  (2) その他   (2) その他

 

資産の種類 帳簿価額(百万円)

受取手形 440

建物及び構築物 6,658

土地 6,688

計 13,786
 

資産の種類 帳簿価額(百万円)

建物及び構築物 6,431

機械装置等 53

土地 6,862

計 13,347

以上は、次の債務の担保に供している。

短期借入金 655百万円

長期借入金 2,136

  (一年内返済分を含む)

         計 2,791

以上は、次の債務の担保に供している。

短期借入金 530百万円

長期借入金 1,717

 (一年内返済分を含む)

        計 2,247

 ※２ 非連結子会社及び関連会社に係る注記

    非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりである。

 ※２ 非連結子会社及び関連会社に係る注記

    非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりである。

  投資有価証券(株式) 1,432百万円

  投資その他の資産の 
  「その他」(出資金)

5,189

投資有価証券(株式) 1,573百万円

投資その他の資産の
  「その他」(出資金)

8,933

           (うち、共同支配企業に対する投資の金額

                   4,033百万円)

※３ 当社の発行済株式総数

普 通 株 式   342,598千株

※３ 

       _________________________________ 
 

※４ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有

する自己株式の数は、次のとおりである。

普 通 株 式     7,142千株

注(2)

        _________________________________ 
 

※４ 

       _________________________________ 
 

注(2)  債務保証

    非連結子会社であるヨコハマタイヤベトナム 

INC.の金融機関からの借入れ767百万円に対

し、債務保証を行っている。

注(3)  受取手形割引高       496百万円

    受取手形裏書譲渡高      278

注(3)  受取手形割引高      400百万円

    受取手形裏書譲渡高    263  



  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

注(4)  

 
 
 
 
        _________________________________ 
 
 

注(4)  

     期末日満期手形の会計処理については、手形

満期日をもって決済処理をしている。 

 なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休

日であったため次の期末日満期手形が期末残高

より除かれている。

     受取手形          3,349百万円

     支払手形           2,887  

     固定資産購入支払手形      970



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結剰余金計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

注(1) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は下記のとおりである。

注(1) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は下記のとおりである。

販売手数料 13,249 百万円

運賃及び保管費 24,985

宣伝費及び拡販費 14,479

貸倒引当金繰入額 299

従業員給料手当 30,161

退職給付費用 2,099

減価償却費 2,712

販売手数料 14,255 百万円

運賃及び保管費 27,243

宣伝費及び拡販費 13,532

貸倒引当金繰入額 229

従業員給料手当 31,501

退職給付費用 1,999

減価償却費 2,970

※２ 主として連結子会社の土地売却益である。 ※２    

      ―――――――――――

※３ 主として当社の機械装置及び連結子会社の建物

の廃棄損である。

※３ 主として当社の機械装置及び工具器具備品の廃

棄損である。

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる
研究開発費         14,557百万円

  ※５ 当社グループは、当社については事業部門 
      別、連結子会社については会社単位ごとに資産 
      をグルーピングしている。また、当連結会計年 
      度において、遊休地15件の帳簿価額を回収可能 
      価額まで減額し、当該減少額を減損損失（128百 
      万円）として特別損失に計上した。 
        なお、回収可能価額は正味売却価額により測 
      定しており、固定資産税評価額を基に算定して 
      いる。

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる
研究開発費         14,649百万円

※５    
 
 
        
       ―――――――――――

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

注(1)

※１ 国際会計基準第19号、21号に基づくものである。

※２ 米国財務会計基準書第87号に基づくものである。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買い取りによるものであり、減少は単元未満株式の買い増し 

   請求によるものである。 

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度末 
株式数（千株）

当連結会計期間
増加株式数（千株）

当連結会計期間
減少株式数（千株）

当連結会計年度末 
株式数（千株）

 発行済株式数

  普通株式 342,598 ― ― 342,598

 自己株式

  普通株式（注） 7,142 124 10 7,257

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 2,012 ６ 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 1,341 ４ 平成18年９月30日 平成18年11月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,682 ８ 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

注(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

 現金及び預金勘定          14,304 百万円

預入期間が３か月を超える       △15
定期預金

 現金及び現金同等物         14,289
 

注(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

 現金及び預金勘定          14,884 百万円

預入期間が３か月を超える       △72
定期預金

 現金及び現金同等物         14,812



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高 

相当額

百万円 百万円 百万円

機械装置及び 

運搬具
3,249 1,201 2,048

工具器具備品 2,305 1,269 1,036

合計 5,554 2,470 3,084

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高 

相当額

百万円 百万円 百万円

機械装置及び 

運搬具
1,018 525 493

工具器具備品 2,960 1,299 1,660

合計 3,978 1,824 2,154

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定している。

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定している。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 802 百万円

一年超 2,281

合計 3,084

(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 667 百万円

一年超 1,486

合計 2,154

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算

定している。

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算

定している。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 982 百万円

減価償却費相当額 982

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 994 百万円

減価償却費相当額 994

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

一年内 1,006 百万円

一年超 3,849

合計 4,855

  未経過リース料

一年内 1,125 百万円

一年超 5,018

合計 6,144

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はない。 
 

       _________________________________ 
 



次へ 

(有価証券関係) 

Ⅰ 前連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 
  

Ⅱ 当連結会計年度(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
   （注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 
  

種  類
取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

株  式 27,355 100,380 73,025

小  計 27,355 100,380 73,025

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)

株  式 259 235 △24

小  計 259 235 △24

合  計 27,615 100,615 73,000

売却額 
(百万円)

売却益の合計額 
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

153 85 ―

種  類
連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1) その他有価証券

   非上場株式 4,382

種  類
取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

株  式 21,473 88,511 67,037

小  計 21,473 88,511 67,037

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)

株  式 7,467 6,854 △613

小  計 7,467 6,854 △613

合  計 28,941 95,365 66,423

売却額 
(百万円)

売却益の合計額 
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

8,187 6,434 -

種  類
連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1) その他有価証券

   非上場株式 3,905



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

 
  

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

(1) 取引の内容

当社及び連結対象会社では、通貨関連においては

為替予約取引を、金利関連においては金利スワップ

取引を行っている。

(2) 取引に対する取組方針

当社及び連結対象会社のデリバティブ取引は、す

べて実際の取引の範囲内で行っており、投機的な取

引は行わない方針である。

なお、為替予約取引は、予約額において決済金額

を超えないよう、また、予約日においては決済日と

一致させるように行っている。

また、金利スワップ取引は、実際の調達額の範囲

内で行っている。

(3) 取引の利用目的

当社及び連結対象会社では、為替・金利の変動リ

スクをヘッジする目的、並びに支払利息を低減する

目的で利用している。

(4) 取引に係るリスクの内容

為替・金利関連におけるデリバティブ取引は、将

来の為替・金利変動による市場リスクと取引相手の

債務不履行に係る信用リスクがある。デリバティブ

取引は、実際の取引額の一部をヘッジする目的で行

っているため、これらから発生する市場リスクは、

実際の取引内の限定的なものと判断している。

また、これらの取引相手は信用度の高い金融機関

と行っており、信用リスクはないと認識している。

(5) 取引に係るリスク管理体制

当社のデリバティブ取引は、取引権限及び取引限

度を定めた社内規程に基づき実施しており、その取

引の内容は、定期的に関係役員に報告を行ってい

る。

なお、連結対象会社のデリバティブ取引における

管理体制は、当社に準じている。

(1) 取引の内容

        同   左

(2) 取引に対する取組方針

        同   左

(3) 取引の利用目的

        同   左

(4) 取引に係るリスクの内容

        同   左

(5) 取引に係るリスク管理体制

        同   左



次へ 

２ 取引の時価等に関する事項 

(1) 通貨関連 

  

 
(注) 時価の算定方法は、先物為替相場による。 

  

(2) 金利関連 

  

 
(注) 時価の算定方法は、主たる金融機関から提示された価格による。 

  

  

区分 種類

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 当連結会計年度末(平成19年３月31日)

契約額等 
(百万円)

契約額等の 
うち一年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等の
うち一年超
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引 
以外の取引

為替予約取引

売建

ユーロ 2,575 ― 2,658 △82 3,125 ― 3,236 △111

米ドル 2,331 ― 2,357 △25 2,385 ― 2,376 9

オーストラリア・ 
ドル

725 ― 711 13 1,126 ― 1,170 △44

イギリス・ 
ポンド

364 ― 368 △4 511 ― 521 △10

カナダ・
ドル

326 ― 327 △1 337 ― 340 △2

合計 6,324 ― 6,423 △99 7,486 ― 7,646 △159

区分 種類

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 当連結会計年度末(平成19年３月31日)

契約額等
(百万円)

契約額等の 
うち一年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等の
うち一年超
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引 
以外の取引

金利スワップ取引

 受取変動・ 
 支払固定

65 57 △0 △0 59 49 △0 △0

合計 ― ― △0 △0 ― ― △0 △0



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定拠出年金制度及び退職一時金制度を設けている。また、国内連結子会社は、確定給付型の

制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており、一部の海外連結子会社も確定給付型の

制度を設けている。なお、当社において退職給付信託を設定している。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
  

 

 
                       

前連結会計年度 

(平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

イ 退職給付債務 △33,432百万円 △32,692百万円

ロ 年金資産 19,408 19,304

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △14,024 △13,387

ニ 未認識数理計算上の差異 △8,276 △7,395

ホ 未認識過去勤務債務 945 845

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △21,355 △19,937

前連結会計年度 

(平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

(注)１.一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた 

      り、簡便法を採用している。

(注)１.        同 左

   ２.当社の適格退職年金制度については、平成18年 

    １月より確定拠出年金制度及び退職一時金制度 

       へ移行している。

   ２.

＿＿＿＿＿＿



３ 退職給付費用に関する事項 

 
  

 
  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

イ 勤務費用 (注1) 2,290百万円 1,857百万円

ロ 利息費用 917 679

ハ 期待運用収益 △24 ―

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 296 △543

ホ 過去勤務債務の費用処理額 58 99

ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 3,538 2,092

ト 確定拠出年金制度への移行に伴う損益 △4,251 ―

チ 確定拠出年金の掛金 137 489

計 △576 2,582

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(注)１.簡便法を採用している連結子会社の退職給付 

  費用は「イ 勤務費用」に計上している。  

(注)１.         同 左

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同 左

ロ 割引率 2.5％ 2.5％

ハ 期待運用収益率 0.75％ 0.75％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 10年(各連結会計年度の

発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法

により処理している。)

同 左

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年(各連結会計年度の

発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法

により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理するこ

ととしている。)

同 左



前へ 

(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産(負債)の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含

まれている。 

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 
  

  

  

前連結会計年度 

(平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

繰延税金資産

 退職給付引当金 13,324百万円 12,772百万円

 繰越欠損金 18,237 10,270

 未実現利益 3,434 3,809

 未払従業員賞与 2,376 2,408

 その他 2,684 3,860

繰延税金資産小計 40,057 33,122

評価性引当額 △ 11,292 △ 11,106

繰延税金資産合計 28,765  22,015

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △29,403 △ 26,766

 退職給付信託設定益 △3,446 △3,446

 退職給付信託設定株式受入差益 △3,155 △3,155

 固定資産圧縮積立金 △2,025 △ 1,903

 その他 △ 152 △ 78

繰延税金負債合計 △ 38,182 △ 35,350

繰延税金資産(負債)の純額 △9,417 △ 13,334

前連結会計年度 

(平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

流動資産―繰延税金資産 9,713百万円 7,199百万円

固定資産―繰延税金資産 2,743 3,094

流動負債―その他 △62 △ 164

固定負債―繰延税金負債 △21,810 △ 23,464

前連結会計年度 

(平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

国内の法定実効税率 40.3％ 40.3％

 (調整)

欠損会社の未認識税務利益 △1.5 △ 5.0

住民税均等割額 0.6 0.5

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1 1.8

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.9 △ 1.3

試験研究費等の税額控除額 △0.0 ―

連結調整等 △ 37.9 ―

その他 1.1 △0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.8 35.5



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
  

(注) １．事業区分は売上集計区分によるもので、主要事業としてのタイヤと非タイヤ事業からなるＭＢと

している。 

２．各事業の主要な製品 

 
３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、48,053百万円である。その主なも

のは親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)、繰延税金資産、管

理部門に係る資産等である。 

  

タイヤ ＭＢ 計
消  去 
又は全社

連結

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 335,734 116,177 451,911 ― 451,911

(2) セグメント間の内部売上高
     又は振替高

68 16,483 16,551 (16,551) ―

計 335,802 132,660 468,463 (16,551) 451,911

営業費用 317,693 128,719 446,413 (16,448) 429,964

営業利益 18,109 3,941 22,050 (102) 21,947

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失
及び資本的支出

 資産 344,743 145,399 490,142 11,872 502,014

 減価償却費 15,998 4,153 20,152 338 20,491

 減損損失 75 53 128 ― 128

 資本的支出 25,623 3,317 28,940 126 29,067

事業区分 主要製品

タイヤ 乗用車用、トラック・バス用、小型トラック用、建設車両用、産業車両用、航空
機用などの各種タイヤ・チューブ、アルミホイール、自動車関連用品

Ｍ Ｂ コンベヤベルト、ゴム板、各種ホース、ゴムライニング、防舷材、オイルフェン
ス、マリンホース、型物、空気バネ、ハイウェイジョイント、橋梁用ゴム支承、
ビル用免震積層ゴム、防水材、止水材、防音・防振商品、接着剤、シーリング
材、スポーツ用品、航空機用燃料タンク、シール、音響材、プリプレグ、民間航
空機用化粧室ユニット・飲料水タンク、各種ハニカム商品、金属ダクト、オイル
タンク、断熱材、バルブ、継手、シーリングコンパウンド、Ｖバンドカップリン
グ、フレックスカップリング、電磁波シールド材、情報処理サービス、不動産賃
貸等



当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
  

(注) １．事業区分は売上集計区分によるもので、主要事業としてのタイヤと非タイヤ事業からなるＭＢと

している。 

２．各事業の主要な製品 

 
３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、38,294百万円である。その主なも

のは親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)、繰延税金資産、管

理部門に係る資産等である。 

  

タイヤ ＭＢ 計
消  去 
又は全社

連結

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 372,708 124,687 497,396 ― 497,396

(2) セグメント間の内部売上高
     又は振替高

85 22,307 22,392 (22,392) ―

計 372,793 146,995 519,788 (22,392) 497,396

営業費用 358,123 140,197 498,321 (21,994) 476,326

営業利益 14,670 6,797 21,467 (397) 21,069

Ⅱ 資産、減価償却費
及び資本的支出

 資産 386,764 147,018 533,783 2,538 536,322

 減価償却費 17,822 4,041 21,864 301 22,165

 資本的支出 37,020 3,486 40,507 131 40,638

事業区分 主要製品

タイヤ 乗用車用、トラック・バス用、小型トラック用、建設車両用、産業車両用、航空
機用などの各種タイヤ・チューブ、アルミホイール、自動車関連用品

Ｍ Ｂ コンベヤベルト、ゴム板、各種ホース、ゴムライニング、防舷材、オイルフェン
ス、マリンホース、型物、空気バネ、ハイウェイジョイント、橋梁用ゴム支承、
ビル用免震積層ゴム、防水材、止水材、防音・防振商品、接着剤、シーリング
材、スポーツ用品、航空機用燃料タンク、シール、音響材、プリプレグ、民間航
空機用化粧室ユニット・飲料水タンク、各種ハニカム商品、金属ダクト、オイル
タンク、断熱材、バルブ、継手、シーリングコンパウンド、Ｖバンドカップリン
グ、フレックスカップリング、電磁波シールド材、情報処理サービス、不動産賃
貸等



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
  

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北 米……米国、カナダ 

(2) その他……大洋州、欧州、アジア 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは親会社での余資運用資金（現金

及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）、繰延税金資産、管理部門に係る資産等でその金額

は、48,053百万円である。 

  

日本 北米 その他 計
消  去 
又は全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 348,666 82,186 21,059 451,911 ― 451,911

(2) セグメント間の内部売上高
 又は振替高

39,162 675 7,552 47,390 (47,390) ―

計 387,828 82,861 28,612 499,302 (47,390) 451,911

営業費用 368,206 80,299 28,371 476,876 (46,912) 429,964

営業利益 19,622 2,561 241 22,425 (478) 21,947

Ⅱ 資産 407,532 55,281 43,538 506,352 (4,338) 502,014



当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
  

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北 米……米国、カナダ 

(2) アジア……フィリピン、タイ、中国、台湾 

(2) その他……大洋州、欧州 

３．「アジア」は従来、「その他」に含めて表示していたが、資産の金額が資産総額の100分の10を超

えたため当連結会計年度より、区分表示している。 

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「アジア」の金額は、下記のとおりである。 

 
４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは親会社での余資運用資金（現金

及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）、繰延税金資産、管理部門に係る資産等でその金額

は、38,294百万円である。 

  

日本 北米 アジア その他 計
消  去 
又は全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 369,740 98,136 13,897 15,621 497,396 ― 497,396

(2) セグメント間の内部売上高
 又は振替高

56,808 977 18,751 ― 76,356 (76,536) ―

計 426,549 99,113 32,648 15,621 573,933 (76,536) 497,396

営業費用 409,079 95,308 32,525 15,227 552,142 (75,815) 476,326

営業利益 17,469 3,804 122 393 21,791 (721) 21,069

Ⅱ 資産 427,122 60,190 62,542 10,291 560,146 (23,824) 536,322

アジア

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

    売上高

    (1) 外部顧客に対する売上高 8,807
    (2) セグメント間の内部売上高 
       又は振替高 7,552

計 16,360

    営業費用 16,494

    営業損失 (134)

Ⅱ 資産 36,048



【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
  

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北 米……米国、カナダ 

(2) その他……大洋州、欧州、アジア等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
  

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北 米……米国、カナダ 

(2) その他……大洋州、欧州、アジア等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度及び当連結会計年度ともに該当事項はない。 

  

  

  

北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高   （百万円） 87,601 70,878 158,480

Ⅱ 連結売上高   （百万円） 451,911

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合   (％)

19.4 15.7 35.1

北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高   （百万円） 104,075 93,086 197,161

Ⅱ 連結売上高   （百万円） 497,396

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合   (％)

20.9 18.7 39.6



(１株当たり情報) 
  

 
  

（注）１．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りである。 

 
  

   ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りである。 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 508円64銭 １株当たり純資産額 542円10銭

１株当たり当期純利益 62円75銭 １株当たり当期純利益 48円79銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

当期純利益（百万円） 21,447 16,363

普通株主に帰属しない金額（百万円） 48 －

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）) 48 －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 21,399 16,363

普通株式の期中平均株式数（千株） 341,009 335,408

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） － 186,528

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円）
－ 4,740

（うち少数株主持分（百万円）) － 4,740

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 181,787

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（千株）
－ 335,341

  該当事項はない。



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  
 

(注)  １ 「当期末残高」欄の内書きは、一年内償還予定の金額である。 

       ２ 連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりである。 
  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」を算定する際の利率及び残高は期末のものを使用している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

である。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

当社 第４回無担保社債
平成14年 
２月15日

10,000 ― 
  

1.3425 無担保
平成19年
２月15日

〃 第５回無担保社債
平成15年 
５月14日

10,000 10,000 
 

0.62 〃
平成20年
５月14日

〃 第６回無担保社債
平成15年 
５月14日

10,000 10,000 
 

0.84 〃
平成22年
５月14日

〃 第７回無担保社債
平成18年 
９月28日

― 
  

10,000 
 

1.688 〃
平成25年
９月27日

 
合計 
 

― ― 30,000 30,000 ― ― ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

― 10,000 ― 10,000 ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 67,657 62,128 1.7 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 6,718 25,060 1.9 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

45,646 49,284 2.9
平成20年 4月25日～
平成28年10月25日

その他の有利子負債
コマーシャルペーパー
(１年内返済)

13,000 1,000 ― ―

合計 133,021 137,474 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 10,934 10,915 9,900 4,946



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年3月31日)

当事業年度 
(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部
Ⅰ 流動資産
  1. 現金及び預金 885 357
  2. 受取手形 5,618 5,423
  3. 売掛金 84,703 95,792
  4. 製品 15,318 16,536
  5. 原材料 6,023 7,004
  6. 仕掛品 9,205 8,706
  7. 貯蔵品 1,545 1,311
  8. 前渡金 62 76
  9. 前払費用 737 735
 10. 繰延税金資産 7,956 4,813
 11. 短期貸付金 18 8
 12. 関係会社短期貸付金 3 118
 13. 未収入金 6,640 8,348
 14. その他 130 144
 15. 貸倒引当金 △ 0 －
   流動資産合計 138,845 37.0 149,377 38.6
Ⅱ 固定資産
 (1) 有形固定資産
   1. 建物 58,901 60,696
     減価償却累計額 △ 35,463 23,437 △ 36,728 23,967
   2. 構築物 10,625 10,665
     減価償却累計額 △ 8,419 2,206 △ 8,577 2,088
   3. 機械装置 228,078 235,368
     減価償却累計額 △ 189,814 38,264 △ 195,500 39,868
   4. 車両運搬具 3,404 3,509
     減価償却累計額 △ 2,824 579 △ 2,916 593
   5. 工具器具備品 70,091 71,323
     減価償却累計額 △ 63,045 7,045 △ 64,293 7,029
   6. 土地 12,077 12,510
   7. 建設仮勘定 4,315 6,646
   有形固定資産合計 ※1 87,926 23.4 92,703 24.0
 (2) 無形固定資産
   1. ソフトウェア 2,383 1,883
   2. 施設利用権 57 53
   3. その他 32 21
   無形固定資産合計 2,474 0.7 1,958 0.5
 (3) 投資その他の資産
   1. 投資有価証券 97,243 90,473
   2. 関係会社株式 41,359 40,661
   3. 出資金 20 19
   4. 関係会社出資金 3,480 8,281
   5. 長期貸付金 79 2
   6. 従業員長期貸付金 24 13
   7. 関係会社長期貸付金 211 94
   8. 長期前払費用 1,975 1,494
   9. その他 1,846 1,804
  10. 貸倒引当金 △ 173 △ 141
   投資その他の資産合計 146,068 38.9 142,703 36.9
   固定資産合計 236,469 63.0 237,365 61.4
   資産合計 375,314 100.0 386,742 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

負債の部
Ⅰ 流動負債

  1. 支払手形 15,519 16,538

  2. 買掛金 36,901 47,849

  3. コマーシャルペーパー 13,000 1,000

  4. 短期借入金 33,141 34,667

  5. 一年内返済長期借入金 ※1 1,795 6,957

   6.  一年内償還社債 10,000 ―

  7. 未払金 ※2 2,442 2,392

  8. 未払費用 13,940 14,818

  9. 未払法人税等 314 590

 10. 預り金 6,070 4,071

 11. 固定資産購入支払手形 2,779 4,225

 12. 役員賞与引当金 ― 53

 13. その他 153 177

   流動負債合計 136,058 36.3 133,342 34.5

Ⅱ 固定負債
  1. 社債 20,000 30,000

  2. 長期借入金 ※1 16,158 17,699

   3.  繰延税金負債 18,687 20,049

  4. 退職給付引当金 17,194 15,637

  5. 役員退職慰労引当金 395 470

  6. 預り保証金 897 911

   固定負債合計 73,334 19.5 84,768 21.9

   負債合計 209,392 55.8 218,111 56.4

資本の部
Ⅰ 資本金 ※3 38,909 10.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金
  1. 資本準備金 31,952 ―

   資本剰余金合計 31,952 8.5 ― ―

Ⅲ 利益剰余金
  1. 利益準備金 8,778 ―

  2. 任意積立金

  (1) 配当引当積立金 700 ―

  (2) 固定資産圧縮積立金 3,015 ―

  (3) 特別償却準備金 276 ―

  (4) 別途積立金 32,400 ―

  3. 当期未処分利益 15,130 ―

   利益剰余金合計 60,300 16.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 39,286 10.5 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※4 △ 4,526 △ 1.2 ― ―

   資本合計 165,922 44.2 ― ―
   負債及び資本合計 375,314 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

純資産の部
Ⅰ 株主資本
 1. 資本金 ― ― 38,909 10.0
 2. 資本剰余金
  (1) 資本準備金 ― 31,952
   資本剰余金合計 ― ― 31,952 8.3
 3. 利益剰余金
  (1) 利益準備金 ― 8,778
  (2) その他利益剰余金
    配当引当積立金 ― 700
    固定資産圧縮積立金 ― 2,638
    特別償却準備金 ― 363
    別途積立金 ― 37,400
    繰越利益剰余金 ― 17,732
   利益剰余金合計 ― ― 67,612 17.5
 4. 自己株式 ― ― △ 4,600 △ 1.2
   株主資本合計 ― ― 133,874 34.6
Ⅱ 評価・換算差額等
 1. その他有価証券評価 
   差額金

― 34,757

   評価・換算差額等合計 ― ― 34,757 9.0
   純資産合計 ― ― 168,631 43.6
   負債純資産合計 ― ― 386,742 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

当事業年度 
(自 平成18年4月１日 
  至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 288,144 100.0 327,826 100.0
Ⅱ 売上原価
  1. 期首製品たな卸高 15,291 15,318
  2. 当期製品製造原価 ※1 198,581 221,440
  3. 当期製品仕入高 22,256 36,876
   合計 236,130 273,634
  4. 製品他勘定振替高 ※2 2,815 2,560
  5. 期末製品たな卸高 15,318 217,996 75.7 16,536 254,538 77.6
   売上総利益 70,147 24.3 73,288 22.4
Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,3 57,322 19.8 59,984 18.3
   営業利益 12,825 4.5 13,303 4.1
Ⅳ 営業外収益
  1. 受取利息 45 44
  2. 有価証券利息 62 69
  3. 受取配当金 1,197 1,757
  4. 受取賃貸料 235 242
  5. 為替差益 434 －
  6. その他 436 2,412 0.8 391 2,505 0.7
Ⅴ 営業外費用
  1. 支払利息 469 640
  2. 社債利息 280 349
  3. たな卸資産処分損 1,751 776
  4. その他 835 3,337 1.2 881 2,648 0.8
   経常利益 11,900 4.1 13,161 4.0
Ⅵ 特別利益
  1. 投資有価証券売却益 － 6,424
   2.  退職給付制度移行益 4,251 4,251 1.5 － 6,424 1.9
Ⅶ 特別損失
  1. 固定資産廃棄売却損 ※4 288 380
   2.  減損損失 42 －
   3.  関係会社株式評価損 － 331 0.1 698 1,079 0.3
   税引前当期純利益 15,821 5.5 18,506 5.6
   法人税、住民税 
   及び事業税

77 231

   法人税等調整額 6,428 6,505 2.3 7,562 7,793 2.3
   当期純利益 9,315 3.2 10,713 3.3
   前期繰越利益 7,183 ―
      中間配当額 1,368 ―
   当期未処分利益 15,130 ―



製造原価明細書 

  

 
(注) 原価計算の方法 

当社は、加工費工程別、組別総合原価計算方法を採用している。 

  

前事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

当事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 107,701 53.8 129,872 58.5

Ⅱ 労務費 40,726 20.4 40,691 18.3

Ⅲ 経費 51,666 25.8 51,535 23.2

  (うち、外注加工費) (7,749) (8,044)

  (うち、減価償却費) (13,127) (12,838)

  当期総製造費用 200,094 100.0 222,100 100.0

  期首仕掛品たな卸高 9,069 9,205

  他勘定振替高 1,376 1,159

  期末仕掛品たな卸高 9,205 8,706

  当期製品製造原価 198,581 221,440



③ 【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日である。 

  

前事業年度
(平成18年6月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 15,130

Ⅱ 任意積立金取崩額

 1 固定資産圧縮積立金
   取崩額

205

 2 特別償却準備金取崩額 76 281 15,412

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 2,012

 ２ 役員賞与金 47

   (うち監査役賞与金) (5)

 ３ 任意積立金

  (1) 特別償却準備金 216

  (2) 別途積立金 5,000 5,216 7,276

Ⅳ 次期繰越利益 8,136



株主資本等変動計算書 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

   

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

株主資本

資本金

資本 

剰余金
利益剰余金

資本 

準備金
利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金 
合計

配当 

引当 

積立金

固定 

資産 

圧縮 

積立金

特別 

償却 

準備金

別途 
積立金

繰越利益 
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 38,909 31,952 8,778 700 3,015 276 32,400 15,130 60,300

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩（注） △ 205 205 ―

 固定資産圧縮積立金の取崩 △ 171 171 ―

 特別償却準備金の積立(注) 216 △ 216 ―

 特別償却準備金の積立 51 △ 51 ―

 特別償却準備金の取崩(注) △ 76 76 ―

 特別償却準備金の取崩 △ 104 104 ―

 別途積立金準備金の積立(注) 5,000 △ 5,000 ―

 剰余金の配当（注） △ 2,012 △ 2,012

 剰余金の配当 △ 1,341 △ 1,341

 役員賞与（注） △ 47 △ 47

 当期純利益 10,713 10,713

 自己株式の取得

 自己株式の処分

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)
事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― ― △ 376 86 5,000 2,601 7,311

平成19年３月31日残高(百万円) 38,909 31,952 8,778 700 2,638 363 37,400 17,732 67,612

株主資本

評価・ 

換算 

差額等
純資産 

合計

自己株式
株主資本 

合計

その他 

有価証券 

評価 

差額金

平成18年３月31日残高(百万円) △ 4,526 126,636 39,286 165,922

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩(注) ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

 特別償却準備金の積立（注） ― ―

 特別償却準備金の積立 ― ―

 特別償却準備金の取崩（注） ― ―

 特別償却準備金の取崩 ― ―

 別途積立金準備金の積立（注） ― ―

 剰余金の配当（注） △ 2,012 △ 2,012

 剰余金の配当 △ 1,341 △ 1,341

 役員賞与（注） △ 47 △ 47

 当期純利益 10,713 10,713

 自己株式の取得 △ 79 △ 79 △ 79

 自己株式の処分 5 5 5

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
△ 4,529 △ 4,529

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

△ 73 7,237 △ 4,529 2,708

平成19年３月31日残高(百万円) △ 4,600 133,874 34,757 168,631



(重要な会計方針) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

当事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同   左

(2) その他有価証券

(イ) 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定している。)

(2) その他有価証券

(イ) 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定している。)

(ロ) 時価のないもの

移動平均法による原価法

(ロ) 時価のないもの

同   左

 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

    時価法

 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法

同   左

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品、原材料、仕掛品及び貯蔵品…移動平均法によ
る原価法

 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

同   左

 

４ 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

      建物及び尾道工場の有形固定資産…定額法 

      上記以外の有形固定資産……………定率法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

      建物及び構築物        5年～50年 

      機械装置及び工具器具備品   2年～10年

４ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同   左

(2) 無形固定資産

定額法を採用している。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によ

っている。

(2) 無形固定資産

同   左

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

いる。

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同   左

６ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ている。

６ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同   左



 
  

  

前事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

当事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

(2) 

    _________________________________

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。

なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額

法により費用処理している。また、数理計算上の差

異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。

適格退職年金制度については、平成18年１月より

確定拠出年金制度及び退職一時金制度へ移行してい

る。 

  なお、この移行に伴う影響額は4,251百万円であ

る。  

(2) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当事業年度におけ

る支給見込額に基づき計上している。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。

なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額

法により費用処理している。また、数理計算上の差

異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上している。

(4) 役員退職慰労引当金

同   左

７ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

７ リース取引の処理方法

同   左

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっている。

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同   左



(会計処理の変更) 

  

 
  

  

(表示方法の変更) 

  

前事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

当事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

１. 固定資産の減損に係る会計基準

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号)を適用している。

これにより税引前当期純利益は42百万円減少してい

る。

２.

 
 
    _________________________________

 

 

 

３.

 
 
 
 
 
 
    _________________________________

１.

 
 
 
    _________________________________

 

 

 

 

 

２. 役員賞与に関する会計基準

当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準

第4号）を適用している。

これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益がそれぞれ53百万円減少している。

３. 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適

用指針8号）を適用している。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

168,631百万円である。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成している。

前事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

当事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

（損益計算書関係） 

 前事業年度において、営業外収益の「その他」に含

めていた「為替差益」は、営業外収益の総額の100分

の10を上回ったため、当事業年度より区分掲記するこ

ととした。なお、前事業年度の営業外収益の「その

他」に含まれる「為替差益」は11百万円である。 

 

    _________________________________

 

 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

注(1) 注(1)

※１

工場財団 帳簿価額(百万円)

建物 15,690

構築物 1,171

機械装置等 36,573

土地 4,243

合計 57,678

※１

工場財団 帳簿価額(百万円)

建物 16,074

構築物 1,139

機械装置等 37,155

土地 4,243

合計 58,613

 

以上は、次の債務の担保に供している。

長期借入金
(一年内返済分を含む)

5,830 百万円

関係会社の借入金 12,982
 

以上は、次の債務の担保に供している。

長期借入金
(一年内返済分を含む)

4,277 百万円

関係会社の借入金 10,919

※２ 未払金には未払消費税等529百万円が含まれて

いる。

※２ 未払金には未払消費税等18百万円が含まれて

いる。

 

※３ 授権株式数 普通株式 480,000,000 株
   発行済株式総数 普通株式 342,598,162 株

※３
    _________________________________

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

7,142千株である。

※４
   _________________________________



 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

注(2) 保証債務

関係会社その他の銀行借入等に対する下記の保

証債務がある。

内   容 金額(百万円)

ヨコハマゴム・

ファイナンス㈱
28,280

ヨコハマタイヤ

コーポレーション
7,147

ヨコハマ コーポレーショ

ン オブ ノースアメリカ
5,873

ヨコハマタイヤマニュファ
クチャリング(タイ)

2,878

杭州横浜輪胎有限公司 1,379

ＹＨアメリカ INC. 1,072

ヨコハマタイヤ

フィリピン INC.
782

ヨコハマタイヤ

          (カナダ）INC.
514 

浜ゴム不動産㈱ 385

ヨコハマラバー（タイ

ランド)カンパニーLTD
47

従業員(住宅資金) 0

計 48,363

 

注(2) 保証債務

関係会社その他の銀行借入等に対する下記の保

証債務がある。

内   容 金額(百万円)

ヨコハマゴム・

ファイナンス㈱
22,750

ヨコハマタイヤマニュファ
クチャリング(タイ)

12,486

ヨコハマタイヤ 

        フィリピン INC.
7,555

ヨコハマタイヤ

コーポレーション
5,093

ヨコハマ コーポレーショ

ン オブ ノースアメリカ
4,722

ＹＨアメリカ INC. 2,413

杭州横浜輪胎有限公司 1,370

ヨコハマタイヤ 

          ベトナム INC.
767

ヨコハマタイヤ

(カナダ）INC.
575

浜ゴム不動産㈱ 90

計 57,823

注(3) 売掛債権譲渡に伴う遡及義務額は、624百万円で

ある。

注(3) 
         _________________________________

注(4) 関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、下記のとおりである。

受取手形 12 百万円

売掛金 61,071

支払手形 1,576

買掛金 1,931

預り金 5,426

注(4) 関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、下記のとおりである。

受取手形 17 百万円

売掛金 66,669

支払手形 1,336

買掛金 3,704

預り金 3,555

注(5) 配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する時価評価

により増加した純資産額は39,226百万円である。

注(6) 
          
 
 
 
    _________________________________

注(5) 
         _________________________________

注(6) 

     期末日満期手形の会計処理については、手形満

期日をもって決済処理をしている。 

 なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であ

ったため次の期末日満期手形が期末残高より除か

れている。

     受取手形           248百万円

     支払手形          1,387百万円

     固定資産購入支払手形   965百万円



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

当事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

注(1) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費

 14,346百万円

注(1) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費

14,444百万円

※２ 製品他勘定振替高は、製品勘定から、製造原価

(722百万円)、販売費及び一般管理費(827百万

円)、営業外費用等(1,265百万円)に振替えたもの

である。

※２ 製品他勘定振替高は、製品勘定から、製造原価

(658百万円)、販売費及び一般管理費(782百万

円)、営業外費用等(1,119百万円)に振替えたもの

である。

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は87％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は13％である。主要な費目及び金額は下記のとお

りである。

販売手数料 8,642 百万円

荷造運送費 15,394

保管費 3,113

宣伝費 5,444

拡販費 4,327

従業員給料手当 6,984

退職給付費用 751

減価償却費 1,129

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は87％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は13％である。主要な費目及び金額は下記のとお

りである。

販売手数料 9,230 百万円

荷造運送費 17,240

保管費 3,112

宣伝費 4,685

拡販費 4,194

従業員給料手当 7,270

退職給付費用 471

減価償却費 1,098

※４ 固定資産廃棄売却損のうち主なものは、下記の

とおりである。

機械装置 152 百万円

工具器具備品 
建  物

107
20

※４ 固定資産廃棄売却損のうち主なものは、下記の

とおりである。

機械装置 213 百万円

工具器具備品
建  物

119
26

注(2) 関係会社との取引に係る注記

各科目に含まれている関係会社との取引に係るもの

は、下記のとおりである。

売上高 162,497 百万円

受取利息 21

受取配当金 442

受取賃貸料 229

注(2) 関係会社との取引に係る注記

各科目に含まれている関係会社との取引に係るもの

は、下記のとおりである。

売上高 186,365 百万円

受取利息 17

受取配当金 540

受取賃貸料 231



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

１ 増加株式数の内訳は、単元未満株式の買い取りによる増加124千株である。 

２ 減少株式数の内訳は、単元未満株式の買い増し請求による減少10千株である。 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 7,142 124 10 7,257



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

当事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高

相当額

百万円 百万円 百万円

機械装置 2,446 804 1,641

車両運搬具 54 30 24

工具器具備品 1,703 981 722

合計 4,204 1,816 2,388
 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高

相当額

百万円 百万円 百万円

車両運搬具 35 21 14

工具器具備品 1,618 870 748

合計 1,654 891 762

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定している。

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定している。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 578 百万円

一年超 1,809

合計 2,388

(2) 未経過リース料期末残高相当額

一年内 331 百万円

一年超 431

合計 762

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算

定している。

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算

定している。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 709 百万円

減価償却費相当額 709

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 629 百万円

減価償却費相当額 629

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

一年内 41 百万円

一年超 0

合計 41

  未経過リース料

一年内 42 百万円

一年超 42

合計 84

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はない。 
 

      _________________________________



(有価証券関係) 

前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)及び当事業年度(自平成18年４月１日 至平

成19年３月31日)のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 
  

  

  

前事業年度 

(平成18年３月31日)

当事業年度 

(平成19年３月31日)

繰延税金資産

 繰越欠損金 9,845 百万円 2,718 百万円

 貸倒引当金 5 ―

 未払従業員賞与 1,633 1,652

 退職給付引当金 11,747 11,005

 その他 1,613 2,297

繰延税金資産小計 24,843 17,672

評価性引当額 △ 277 △ 808

繰延税金資産合計 24,566 16,864

繰延税金負債

 退職給付信託設定益 △3,446 △3,446

 退職給付信託設定株式受入差益 △3,155 △3,155

 固定資産圧縮積立金 △1,896 △1,781

 その他有価証券評価差額金 △26,519 △23,462

 その他 △281 △256

繰延税金負債合計 △35,297 △32,100

繰延税金資産（負債）の純額 △10,731 △15,236

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

法定実効税率 40.3％ 40.3％    

 (調整)

  住民税均等割額 0.2 0.2

  交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2 0.9

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.8 △2.3

  その他 1.2 3.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.1 42.1



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １. １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りである。 

 
  

２. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りである。 

 
  

(重要な後発事象) 

   該当事項はない。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 494円  48銭 １株当たり純資産額 502円  86銭

１株当たり当期純利益 27円  18銭 １株当たり当期純利益 31円  94銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないため記載し

ていない。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないため記載し

ていない。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益（百万円） 9,315 10,713

普通株主に帰属しない金額（百万円） 47 ―

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）) 47 ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 9,268 10,713

普通株式の期中平均株式数（千株） 341,009 335,408

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） － 168,631

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円）
－ ―

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 168,631

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（千株）
－ 335,341



④ 【附属明細表】 

 

 
  

【有価証券明細表】 （単位：株、百万円）

投 
 
 
 
 
資 
 
 
 
 
有 
 
 
 
 
価 
 
 
 
 
証 
 
 
 
 
券

そ 
 
 
 
の 
 
 
 
他 
 
 
 
有 
 
 
 
価 
 
 
 
証 
 
 
 
券

株式

銘柄 株式数 貸借対照表計上額

トヨタ自動車㈱ 3,568,783 26,944

日本ゼオン㈱ 13,632,500 16,590

本田技研工業㈱ 3,134,600 12,883

㈱みずほフィナンシャルグループ 7,546 5,728

スズキ㈱ 824,000 2,521

Mizuho Preferred Capital 
(Cayman) 7 Limited 

20 2,000

東洋ゴム工業㈱ 4,000,000 1,968

古河電気工業㈱ 2,280,000 1,641

日産自動車㈱ 1,058,038 1,336

古河機械金属㈱ 4,310,750 1,263

㈱みずほフィナンシャルグループ
第十一回第十一種優先株式

1,000 1,000

愛知トヨタ自動車㈱ 393,393 912

シーアイ化成㈱ 2,216,500 908

㈱三菱UFJフィナンシャル・グルー
プ

636 846

㈱小松製作所 300,003 744

三菱重工業㈱ 936,000 713

㈱静岡銀行 523,446 656

マツダ㈱ 994,550 648

日野自動車㈱ 1,000,525 628

いすゞ自動車㈱ 1,000,100 591

出光興産㈱ 42,800 588

川崎汽船㈱ 525,000 586

神奈川中央交通㈱ 1,000,000 564

ＪＦＥホールディングス㈱ 80,661 562

富士通㈱ 670,000 525

㈱オートバックスセブン 104,544 441

YHI International Limited 13,920,000 422

その他 １２９銘柄 23,229,203 6,255

計 79,754,600 90,473

その他有価証券合計 79,754,600 90,473

投資有価証券合計 79,754,600 90,473



【有形固定資産等明細表】 

 
(注) 1 当期増加額のうち主なものは、次のとおりである。 

 
  

  2 当期減少額のうち主なものは、次のとおりである。 

 
      

資産の種類
前期末 
残高 

(百万円)

当期
増加額
(百万円)

当期
減少額
(百万円)

当期末
残高

(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期
償却額
(百万円)

差引
当期末
残高

(百万円)

有形固定資産

 建物 58,901 1,961 166 60,696 36,728 1,404 23,967

 構築物 10,625 150 110 10,665 8,577 256 2,088

 機械装置 228,078 9,870 2,581 235,368 195,500 8,054 39,868

 車両運搬具 3,404 235 130 3,509 2,916 206 593

 工具器具備品 70,091 3,733 2,501 71,323 64,293 3,611 7,029

 土地 12,077 432 ― 12,510 ― ― 12,510

 建設仮勘定 4,315 18,715 16,384 6,646 ― ― 6,646

有形固定資産計 387,493 35,100 21,875 400,719 308,016 13,533 92,703

無形固定資産

 ソフトウェア 5,040 354 981 4,413 2,529 854 1,883

 施設利用権 558 ― 6 551 498 1 53

 その他 186 ― 4 182 160 5 21

無形固定資産計 5,785 354 993 5,147 3,188 861 1,958

長期前払費用 4,220 349 426 4,144 2,649 830 1,494

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

機械装置 新城工場 タイヤ製造設備 3,242 百万円

平塚製造所 タイヤ・工業品・航空部品製造設備 2,224

三重工場 タイヤ製造設備 2,010

工具器具備品 新城工場 タイヤ製造用モールドほか 1,651

三重工場    〃 984

建設仮勘定 新城工場 タイヤ製造設備ほか 6,962

平塚製造所 タイヤ・工業品・航空部品製造設備ほか 4,575

三重工場 タイヤ製造設備ほか 2,750

尾道工場    〃 2,244

機械装置 三重工場 タイヤ製造設備 1,652 百万円

工具器具備品 新城工場 タイヤ製造用モールドほか 1,710



【引当金明細表】 

  

 
(注) 「当期減少額(その他)」は、引当金計上理由の解消によるものである。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金(注) 174 0 27 5 141

役員賞与引当金 ― 53 ― ― 53

役員退職慰労引当金 395 75 ― ― 470



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

(イ) 現金及び預金 

  

 
  

(ロ) 受取手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
(注) オリエント商事㈱ほか 

  

(b) 期日別内訳 

  

 
  

(ハ) 売掛金 

(a) 相手先別内訳 

  

 
(注) ヨコハマタイヤ九州販売㈱ほか 

  

区分 金額(百万円)

現金 9

預金

当座預金 △ 166

普通預金 514

小計 347

計 357

相手先 金額(百万円)

郷商事㈱ 1,228

山清産業㈱ 519

㈱ミトヨ 431

丸高興業㈱ 368

㈱ハシモト 291

その他 (注) 2,584

計 5,423

期日別 19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 計

金額(百万円) 1,583 1,399 1,423 912 105 5,423

相手先 金額(百万円)

ヨコハマタイヤコーポレーション 10,003

ヨコハマタイヤ近畿販売㈱ 3,420

ヨコハマタイヤ中部販売㈱ 3,160

アポロサービス㈱ 3,087

ヨコハマタイヤ関東販売㈱ 2,873

その他 (注) 73,246

計 95,792



(b) 滞留状況 

  

   

   

 
3 上記の金額にはそれぞれ消費税等が含まれている。 

  

(ニ) 製品 

  

 
  

(ホ) 原材料 

  

 
  

(ヘ) 仕掛品 

  

 
  

(ト) 貯蔵品 

  

 
  

前期繰越高 
(百万円)

当期発生高 
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

回収率(％) 平均滞留期間(日)

84,703 340,796 329,707 95,792  77.5   95

(注) 1 回収率の算出方法 回収率＝
当期回収高

× 100(％)
前期繰越高＋当期発生高

2 平均滞留期間の算出方法 平均滞留期間 ＝
前期繰越高＋当期末残高

÷
当期発生高

× 30日
２ 12

内訳 金額(百万円)

タイヤ 10,764

工業品ほか 5,771

計 16,536

内訳 金額(百万円)

原材料

 ゴム類 589

 糸布類 106

 混合剤 484

 その他 3,363

部分品 2,460

計 7,004

内訳 金額(百万円)

タイヤ 2,133

工業品ほか 6,572

計 8,706

内訳 金額(百万円)

燃料 25

修繕材料 183

その他の雑品類 1,102

計 1,311



② 固定資産 

(イ) 関係会社株式 

  

 
  

③ 流動負債 

(イ) 支払手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
(注) 大同ゴム㈱ほか 

  

(b) 期日別内訳 

  

 
  

銘柄 金額(百万円)

子会社株式

ヨコハマコーポレーション オブ ノースアメリカ 18,474

ヨコハマタイヤフィリピンINC. 5,168

ヨコハマタイヤマニュファクチャリング（タイ） 4,604

ＹＨアメリカＩＮＣ． 1,532

ヨコハマタイヤ東京販売㈱ 1,391

ヨコハマタイヤ東日本リトレッド㈱ 666

その他５３社 7,450

小計 39,289

関連会社株式

協機工業股份有限公司 1,019

茨城ヨコハマタイヤ販売㈱ 58

その他１６社 292

小計 1,371

計 40,661

相手先 金額(百万円)

トクセン工業㈱ 1,149

不二精工㈱ 869

浜ゴム物流㈱ 801

エンケイ㈱ 320

㈱遠藤製作所 316

その他 (注) 13,080

計 16,538

期日別 19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 計

金額(百万円) 4,595 4,203 4,289 2,954 496 16,538



(ロ) 買掛金 

  

 
(注) 正同化学工業㈱ほか 

  

(ハ) 短期借入金 

  

 
(注) 上記は、手形借入及び当座借越によるものであり、使途は運転資金である。 

  

(ニ) 固定資産購入支払手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
(注) 平産業㈱ ほか 

  

(b) 期日別内訳 

  

 
  

④ 固定負債 

(イ) 社債 

「第５ 経理の状況１(1) ⑤連結附属明細表 社債明細表」を参照 

相手先 金額(百万円)

日本ゼオン㈱ 8,364

東京製綱㈱ 3,053

新日化カーボン㈱ 2,802

ヨコハマタイヤフィリピンINC. 1,835

東京材料㈱ 1,755

その他 (注) 30,038

計 47,849

借入先 金額(百万円) 担保

㈱みずほコーポレート銀行 11,350 無担保

㈱横浜銀行 8,243 〃

農林中央金庫 4,282 〃

㈱静岡銀行 2,630 〃

その他１５行 8,162 〃

計 34,667

相手先 金額(百万円)

鹿島建設㈱ 576

㈱間組 290

㈱ハシバモールド 202

デンカエンジニアリング㈱ 201

㈱特電 142

その他 (注) 2,812

計 4,225

期日別 19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 計

金額(百万円) 492 1,393 995 633 710 4,225



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、10株券、５株券、１株券、100
株未満表示株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

   取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

   株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

   取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店

   名義書換手数料 無料

   新券交付手数料 
 
株券喪失登録 
 
   株券喪失登録申請料 
 
   株券登録料

株券１枚につき200円(併合を除く)
 
 
 
申請1件につき、8,600円 
 
株券1枚につき、500円

単元未満株式の買取り・
買増し

   取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

   株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

   取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店

   買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1) 有価証券報告書およびその添付書類 

  事業年度 第130期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に

提出。 

(2) 半期報告書 

  事業年度 第131期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月22日関東財務局長

に提出。 

(3) 発行登録書（普通社債）及びその添付書類              

平成19年５月10日関東財務局長に提出。 

(4) 訂正発行登録書（普通社債）              

平成19年５月11日関東財務局長に提出。 

(5) 発行登録書（新株予約権証券）及びその添付書類              

平成19年５月10日関東財務局長に提出。 

(6) 自己株券買付状況報告書              

平成18年４月12日、平成18年５月12日、平成18年６月14日及び平成18年７月13日関東財務局長に提出。

  



該当する事項はない。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

 

  

平成18年６月29日

横浜ゴム株式会社 

取締役会  御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている横浜ゴム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、横浜ゴム株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  太  田  周  二  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原     勝  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  林     宏  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 

  

平成19年６月28日

横浜ゴム株式会社 

取締役会  御中 

 

   

  
   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている横浜ゴム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、横浜ゴム株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  種  本     勇  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  林     宏  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 

  

平成18年６月29日

横浜ゴム株式会社 

取締役会  御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている横浜ゴム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第130期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、横浜ゴム株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  太  田  周  二  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原     勝  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  林     宏  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

 

  

平成19年６月28日

横浜ゴム株式会社 

取締役会  御中 

 

   

  
   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている横浜ゴム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第131期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、横浜ゴム株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  種  本     勇  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  林     宏  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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